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(57)【要約】
　幾何学的特徴（１５）を含む構造化表面を有するフィ
ルム（９）を一軸延伸するためのプロセスが記載されて
いる。プロセスは、延伸後の特徴（１６）の断面形状が
延伸前の特徴（１５）の断面形状と実質的に同一である
フィルム（１０）を提供する。構造化表面物品もまた記
載されている。本物品は、幾何学的構造を包含するフィ
ルム全体にわたって実質的に同一の一軸配向を有する。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　（ａ）（ｉ）第１および第２の表面と、（ｉｉ）互いに直交する第１および第２の面内
軸および高分子フィルムの厚さ方向において前記第１および第２の面内軸と相互に直交す
る第３の軸とを有する高分子本体と、
　（ｂ）前記高分子本体の前記第１の表面に配置された線形幾何学的特徴を含む表面部分
であって、前記線形幾何学的特徴が前記高分子フィルムの前記第１の面内軸に実質的に平
行な方向で前記本体に配置されている表面部分と、
を含む、一軸配向構造化表面物品であって、
　前記物品が、前記第１の面内軸の方向に少なくとも１．５の延伸比を有し、および前記
第２の面内軸および前記第３の軸に沿った延伸比の大きいもの対小さいものの比が１．４
以下であり、ならびに前記物品が、前記本体の厚さおよび前記幾何学的特徴の高さ全体に
わたって実質的に同一の一軸配向を有する、一軸配向構造化表面物品。
【請求項２】
　前記幾何学的特徴および前記本体の各々が厚さを有し、前記本体の厚さ対前記幾何学的
特徴の高さの比が少なくとも２である、請求項１に記載の物品。
【請求項３】
　複屈折性である、請求項１に記載の物品。
【請求項４】
　正の複屈折性である、請求項３に記載の物品。
【請求項５】
　負の複屈折性である、請求項３に記載の物品。
【請求項６】
　０．３以下の相対的複屈折を有する、請求項３に記載の物品。
【請求項７】
　前記高分子本体の前記第１の表面の複数の線形幾何学的特徴をさらに含む、請求項１に
記載のフィルム。
【請求項８】
　前記複数の幾何学的特徴が前記第１の面内軸と実質的に整列されている、請求項７に記
載のフィルム。
【請求項９】
　前記第１の面内軸に実質的に平行である方向で前記本体の前記第２の表面に配置された
複数の第２の幾何学的特徴をさらに含む、請求項８に記載のフィルム。
【請求項１０】
　前記一軸配向高分子フィルムが、（ｉ）前記第１の面内軸に沿った第１の屈折率（ｎ1

）と、（ｉｉ）前記第２の面内軸に沿った第２の屈折率（ｎ2）と、（ｉｉｉ）前記第３
の軸に沿った第３の屈折率（ｎ3）とを有し、ｎ1≠ｎ2およびｎ1≠ｎ3であり、ｎ2および
ｎ3は、ｎ1との差に関して互いに実質的に等しい、請求項１に記載のフィルム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、構造化表面を有する、高分子フィルムなどの一軸延伸物品およびこのような
物品の製造プロセスに関する。構造化表面は、所望の断面を有する少なくとも１つの幾何
学的特徴を含む。
【背景技術】
【０００２】
　構造化表面を有する光学物品およびこのような物品を提供するためのプロセスが公知で
ある。例えば、米国特許第６，０９６，２４７号明細書および同６，８０８，６５８号明
細書、および米国特許出願公開第２００２／０１５４４０６　Ａ１号明細書を参照のこと
。これらの文献に開示されている構造化表面は、微小角柱（微小立方体などの）およびレ
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ンズを包含する。典型的にはこれらの構造は、例えばエンボス加工、押出し成形または切
削により好適なポリマーの表面に作られている。
【０００３】
　構造化表面を有する複屈折性物品もまた公知である。例えば、米国特許第３，２１３，
７５３号明細書、同４，４４６，３０５号明細書、同４，５２０，１８９号明細書、同４
，５２１，５８８号明細書、同４，５２５，４１３号明細書、同４，７９９，１３１号明
細書、同５，０５６，０３０号明細書、同５，１７５，０３０号明細書ならびに国際公開
第２００３／００５８３８３　Ａ１号パンフレットおよび国際公開第２００４／０６２９
０４　Ａ１号パンフレットを参照のこと。
【０００４】
　延伸フィルムの製造プロセスもまた公知である。このようなプロセスは、典型的には、
フィルムの機械的および物理特性を向上させるために利用される。これらのプロセスは、
二軸延伸技術および一軸延伸技術を含む。例えば国際公開第００／２９１９７号パンフレ
ット、米国特許第２，６１８，０１２号明細書、同２，９８８，７７２号明細書、同３，
５０２，７６６号明細書、同３，８０７，００４号明細書、同３，８９０，４２１号明細
書、同４，３３０，４９９号明細書、同４，４３４，１２８号明細書、同４，３４９，５
００号明細書、同４，５２５，３１７号明細書および同４，８５３，６０２号明細書を参
照のこと。米国特許第４，８６２，５６４号明細書、同５，８２６，３１４号明細書、同
５，８８２，７７４号明細書、同５，９６２，１１４号明細書および同５，９６５，２４
７号明細書もまた参照のこと。特開平５－１１１１４号公報、特開平５－２８８９３１号
公報、特開平５－２８８９３２号公報、特開平６－２７３２１号公報および特開平６－３
４８１５号公報もまた参照のこと。フィルムの延伸プロセスを開示するさらなる他の日本
公開公報としては、特開平５－２４１０２１号公報、特開平６－５１１１６号公報、特開
平６－５１１１９号公報、および特開平５－１１１１３号公報が挙げられる。国際公開第
２００２／０９６６２２　Ａ１号パンフレットもまた参照のこと。
【発明の開示】
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　本発明は、構造化表面を有するフィルム、これから製造される物品、および新規なその
生産プロセスを提供する。構造化表面は、所望の断面形状を有する少なくとも１つの幾何
学的特徴を含む。本発明の物品の一実施形態は、構造化表面を有するフィルムを含む。本
発明の一態様は、一軸配向、好ましくは真の一軸配向をその厚さ全体にわたって有する物
品を含む。構造化表面は、複数の幾何学的特徴を含み得る。幾何学的特徴または複数の特
徴は細長くてもよい。特徴または複数の特徴は、物品の第１の面内軸と実質的に整列され
ている。本発明の物品は、その上に構造化表面を有するランドまたは本体部分を含む。物
品は、単一層または複数の個別の層を含み得る。本発明の物品は、その反対の側面に構造
化表面を有し得る。層は、異なる高分子材料を含み得る。物品は、正にまたは負に複屈折
性であり得る。
【０００６】
　本発明の物品の一実施形態は、
（ａ）（ｉ）第１および第２の表面と、（ｉｉ）互いに直交する第１および第２の面内軸
および高分子フィルムの厚さ方向において第１および第２の面内軸と相互に直交する第３
の軸とを有する高分子本体と、
（ｂ）高分子フィルムの第１の面内軸に実質的に平行な方向に、高分子本体の第１の表面
に配置された線形幾何学的特徴と
を含み、
フィルムが少なくとも０．１の形状保持パラメータ（ＳＲＰ）を有する一軸配向構造化表
面高分子フィルムを含む。
【０００７】
　本発明の他の実施形態は、
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（ａ）（ｉ）第１および第２の表面と、（ｉｉ）互いに直交する第１および第２の面内軸
および高分子フィルムの厚さ方向において第１および第２の面内軸と相互に直交する第３
の軸とを有する高分子本体と、
（ｂ）高分子フィルムの第１の面内軸に実質的に平行な方向に、高分子本体の第１の表面
に配置された線形幾何学的特徴と
を含み、
高分子フィルムが、第１の面内軸の方向に少なくとも１．５の延伸比を有し、および第２
の面内軸および第３の軸に沿った延伸比の大きいもの対小さいものの比が１．４以下であ
り、ならびにフィルムが、本体の厚さおよび幾何学的特徴の全体にわたって同一の一軸配
向を実質的に有する一軸配向フィルムを含む。
【０００８】
　本発明の物品のさらに他の実施形態は、
（ａ）（ｉ）第１および第２の表面と、（ｉｉ）互いに直交する第１および第２の面内軸
および高分子フィルムの厚さ方向において第１および第２の面内軸と相互に直交する第３
の軸とを有する高分子本体と、
（ｂ）高分子フィルムの第１の面内軸に実質的に平行な方向に、高分子本体の第１の表面
に配置された線形幾何学的特徴と
を含み、
（ａ）本体の厚さ（Ｚ’）対幾何学的特徴の高さの比（Ｐ’）が少なくとも約２であり、
または（ｂ）本体厚さ対特徴高さの比（Ｚ’：Ｐ’）が少なくとも約１であると共に特徴
高さ対特徴の離間距離の比（Ｐ’：ＦＳ’）が少なくとも約１であり、または（ｃ）本体
厚さ対特徴高さの比（Ｚ’：Ｐ’）が少なくとも約１であると共に特徴ベース幅対特徴の
離間距離の比（ＢＷ’：ＦＳ’）が少なくとも約１であり、または（ｄ）本体厚さ対特徴
ベース幅の比（Ｚ’：ＢＷ’）が少なくとも約３であり、または（ｅ）本体厚さ対特徴ベ
ース幅の比（Ｚ’：ＢＷ’）が少なくとも約１であると共に特徴高さ対特徴の離間距離（
Ｐ’：ＦＳ’）の比が少なくとも約１であり、または（ｆ）本体厚さ対特徴ベース幅の比
（Ｚ’：ＢＷ’）が少なくとも約１であると共に特徴ベース幅対特徴の離間距離（ＢＷ’
：ＦＳ’）の比が少なくとも約１であり、または（ｇ）特徴ベース幅対特徴上部幅の比（
ＢＷ’：ＴＷ’）が少なくとも約２であると共に特徴ベース幅対特徴の離間距離の比（Ｂ
Ｗ’：ＦＳ’）が少なくとも約１である一軸配向構造化表面高分子フィルムを含む。
【０００９】
　本発明のさらに他の実施形態において、実質的に上記した本発明の物品は、少なくとも
約３の本体の厚さ対特徴のベースの幅の比を有する。
【００１０】
　本発明の物品のさらに他の実施形態は、
（ａ）（ｉ）第１および第２の表面と、（ｉｉ）互いに直交する第１および第２の面内軸
および高分子フィルムの厚さ方向において第１および第２の面内軸と相互に直交する第３
の軸とを有する高分子本体と、
（ｂ）高分子フィルムの第１の面内軸に実質的に平行な方向に、高分子本体の第１の表面
に配置された線形幾何学的特徴と
を含み、
配向高分子フィルムが、（ｉ）第１の面内軸に沿った第１の屈折率（ｎ1）、（ｉｉ）第
２の面内軸に沿った第２の屈折率（ｎ2）、および（ｉｉｉ）第３の軸に沿った第３の屈
折率（ｎ3）を有し、ｎ1≠ｎ2およびｎ1≠ｎ3であり、ｎ2およびｎ3は、ｎ1との差に関し
て互いに実質的に等しい一軸配向構造化表面高分子フィルムを含む。本発明のこの実施形
態の一態様において、高分子本体の厚さ対幾何学的特徴の高さの比が少なくとも約２であ
る。
【００１１】
　本発明はまた、
（ａ）（ｉ）第１および第２の表面と、（ｉｉ）互いに直交する第１および第２の面内軸
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および高分子フィルムの厚さ方向において第１および第２の面内軸と相互に直交する第３
の軸とを有する高分子本体と、
（ｂ）高分子本体の第１の表面に配置された線形幾何学的特徴を含む表面部分であって、
線形幾何学的特徴が高分子フィルムの第１の面内軸に実質的に平行な方向に本体に配置さ
れている表面部分と
を含む一軸配向構造化表面物品のロールを提供する。
【００１２】
　本発明の他の態様において、上記のロールは、第１の面内軸に沿って一軸配向である高
分子フィルムを含む。さらに他の態様において、上記のロールは、ロールの個々の巻きの
間に緩衝層をさらに含む。緩衝層は、生産、保管および輸送中の構造化表面の損傷および
／または歪みからの保護を補助する。
【００１３】
　本発明において、幾何学的特徴は、角柱状またはレンズ状幾何学的特徴の一方であり得
る。幾何学的特徴は、第１の面内軸に沿って連続的であっても、断続的であってもよく、
マクロ－または微小特徴であってもよく、以下により完全に考察されるとおり、多様な断
面プロファイルを有し得る。幾何学的特徴は、構造化表面上において、反復していても、
反復していなくてもよい。すなわち、構造化表面は、同一の断面形状を有する複数の幾何
学的特徴を含み得る。または、構造化表面は、異なる断面形状を有する複数の幾何学的特
徴を含み得る。他の実施形態において、構造化表面は、周期的にまたは非周期的な方法の
いずれかで配置され得る可算特徴の予め定められたパターンを含み得る。
【００１４】
　本発明のさらに他の態様において、物品は、第１の面内軸に沿った第１の屈折率（ｎ1

）と、第２の面内軸に沿った第２の屈折率（ｎ2）と、第３の面内軸に沿った第３の屈折
率（ｎ3）とを有する。本発明においては、ｎ1は、ｎ2およびｎ3の各々と≠である。すな
わち、ｎ1は、ｎ2およびｎ3より大きくてもよく、ｎ2およびｎ3未満であってもよい。好
ましくは、ｎ2およびｎ3は、互いに実質的に等しい。本発明のフィルムの相対的複屈折は
、０．３以下であることが好ましい。
【００１５】
　本発明はまた、多相フィルムを含み得る。この実施形態においては、フィルムは、多成
分相分離系または、１種の成分が他に溶解されて、多孔性構造または連続マトリックスま
たは両連続マトリックス中の極小粒子のいずれかを形成するものを含み得る。
【００１６】
　本発明はまた、微小構造化表面または第２の表面上の一方に追加の層を組み込み得る。
本発明はまた、このような表面のいずれかまたは両方に、複数の追加の層を組み込み得る
。追加の層は、延伸の前または後に追加することができる。追加の層が延伸前に追加され
る場合、追加の層は延伸可能であるべきである。このような層の例としては、限定されな
いが、反射防止層、屈折率整合層および保護層が挙げられる。
【００１７】
　真の一軸延伸は、追加の層が利用される場合、特に有用である。この場合、例えば、横
方向に蓄積される応力が最小化されて、層間の接着の要因は重要性の少ない機能である。
【００１８】
　他の態様において、本発明は、第１および第２の直交面内軸およびフィルムの厚さ方向
における第３の相互に直交する軸の座標系に関して定義される予め定められた特性を備え
る微小構造フィルムのロールを含む。例えば、幾何学的特徴は、ロールのラップの方向と
整列することができ（すなわち、縦方向（ＭＤ）に沿って）、またはこれらは、ロールの
ラップの方向の交差方向に整列され得る（すなわち、横方向（ＴＤ）に沿って）。または
、幾何学的構造は、ＭＤまたはＴＤ方向に対していずれかの所望の角度で整列され得る。
【００１９】
　本発明は、構造化表面フィルムの製造方法をさらに含む。一態様では、本発明の方法は
、
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（ａ）（ｉ）所望の何学的特徴を含む第１の表面および第２の表面と、（ｉｉ）互いに直
交する第１および第２の面内軸および高分子フィルムの厚さ方向において第１および第２
の面内軸と相互に直交する第３の軸とを有する高分子フィルムを提供する工程と、これに
続いて、
（ｂ）高分子フィルムを、高分子フィルムの第１の面内軸に実質的に平行な方向に延伸す
る工程と
を含み、
工程（ｂ）前の幾何学的特徴の断面形状が、工程（ｂ）の後も実質的に保持される。
【００２０】
　他の態様において、本発明は、
（ａ）（ｉ）第１の構造化表面および第２の表面と、（ｉｉ）互いに直交する第１および
第２の面内軸および高分子フィルムの厚さ方向において第１および第２の面内軸と相互に
直交する第３の軸とを有する高分子フィルムを提供する工程であって、第１の構造化表面
が、第１の面内軸に実質的に平行な方向に配置された幾何学的特徴を有する工程と、これ
に続いて、
（ｂ）高分子フィルムの第１の面内軸に実質的に平行な方向に高分子フィルムを一軸配向
させる工程と
を含む構造化表面フィルムの製造方法を含む。
【００２１】
　さらに他の態様の本発明は、
（ａ）所望の構造化表面のネガティブを含むツールを提供する工程と、
（ｂ）ツールと樹脂とを接触させて所望の表面を形成する工程であって、所望の構造表面
が幾何学的特徴を含む工程と、
（ｃ）任意により、樹脂を固化させて、（ｉ）所望の構造化表面および反対の表面と（ｉ
ｉ）互いに直交する第１および第２の面内軸および、フィルムの厚さ方向において第１お
よび第２の面内軸と相互に直交する第３の軸とを有するフィルムを形成する工程と、
（ｄ）ツールからフィルムを除去する工程と、これに続いて
（ｅ）高分子フィルムを、高分子フィルムの第１の面内軸に実質的に平行な方向に延伸す
る工程と
を含む構造化表面フィルムの製造方法を含む。
【００２２】
　本発明の他の実施形態は、複数の細長い幾何学的微小特徴を有する所望の微小構造表面
フィルムの製造方法を含む。この方法は、
（ａ）所望の微小構造表面のネガティブ版を含むツールを提供する工程と、
（ｂ）溶融高分子樹脂を、マスターツールおよび第２の表面の間に形成された間隙に提供
する工程と、
（ｃ）所望の微小構造表面を有する高分子フィルムを間隙中に形成する工程であって、フ
ィルムが（ｉ）互いに相互に直交する第１および第２の面内軸および、フィルムの厚さ方
向において第１および第２の面内軸と、相互に直交する第３の軸と、（ｉｉ）第１の面内
軸に実質的に平行な方向に位置された細長い微小特徴を有する所望の微小構造表面とを有
する工程と、
（ｄ）工程（ｃ）の高分子フィルムをツールから除去する工程と、
（ｅ）高分子フィルムを第１の面内軸に実質的に平行な方向に延伸する工程と
を含む。
【００２３】
　本発明の方法の一実施形態において、物品は、延伸前に第１の配向状態を有すると共に
、第１の配向状態とは異なる第２の配向状態を延伸後に有する。他の実施形態において、
延伸工程は、より小さい、物理的断面（すなわち、より小さい幾何学的特徴）を、実質的
な配向なしで提供する。
【００２４】
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　本発明の方法は、延伸後に複屈折性であり、および第１の面内軸に沿った第１の屈折率
（ｎ1）と、第２の面内軸に沿った第２の屈折率（ｎ2）と、第３の軸に沿った第３の屈折
率（ｎ3）とを有する高分子フィルムを提供する。
【００２５】
　本発明の他の実施形態において、方法は、実質的に同一の比例寸法変化を、フィルムの
第２のおよび第３の面内軸の両方の方向に形成する。第２のおよび第３の面内軸の方向に
おけるこれらの比例寸法変化は、フィルムの延伸または延伸履歴の全体にわたって実質的
に同一である。
【００２６】
　本発明の他の態様においては、本発明のいずれかの方法によって生産されたフィルムは
、延伸後フィブリル化されて構造化表面を有する１つ以上の一軸配向繊維を提供する。繊
維は、個別の繊維として、または互いに長さに沿って結合された２つ以上の繊維として形
成され得る。
【００２７】
　本願明細書において、以下の用語および句は以下の意味を有するとして用いられている
。
【００２８】
　「断面形状」およびその明らかな変形は、第２の面内軸および第３の軸によって分画さ
れる幾何学的特徴の外周縁の構成を意味する。幾何学的特徴の断面形状は、特徴の物理的
寸法および欠陥または不規則性の存在から独立している。
【００２９】
　「延伸比」およびその明らかな変形は、延伸方向に沿って離間する２つの点の間の延伸
後の距離対相当する点の間の延伸前の距離の比を意味する。
【００３０】
　「幾何学的特徴」およびその明らかな変形は、構造化表面上に存在する、予め定められ
た形状または複数の形状を意味する。
【００３１】
　「マクロ」は接頭語として用いられており、修飾する用語が少なくとも１ｍｍの高さを
有する断面プロファイルを有することを意味する。
【００３２】
　「微小（ｍｉｃｒｏ）」は接頭語として用いられており、修飾する用語が１ｍｍ以下の
高さを有する断面プロファイルを有することを意味する。好ましくは、断面プロファイル
は、０．５ｍｍ以下の高さを有する。より好ましくは、断面プロファイルは、０．０５ｍ
ｍ以下の高さを有する。
【００３３】
　「一軸延伸」は、その明らかな変形を包含して、物品の対向する縁を把持し、およびこ
の物品を１方向にのみ物理的に延伸する動作を意味する。一軸延伸は、例えば瞬間的なま
たは比較的極めて少ない二軸延伸をフィルムの部分に誘起することができるせん断効果に
起因するフィルムの均一な延伸におけるわずかな不完全性を包含することを意図する。
【００３４】
　「構造表面（ｓｔｒｕｃｔｕｒｅ　ｓｕｒｆａｃｅ）」は、少なくとも１つの幾何学的
特徴を有する表面を意味する。
【００３５】
　「構造化表面（ｓｔｒｕｃｔｕｒｅｄ　ｓｕｒｆａｃｅ）」は、所望の何学的特徴また
は複数の幾何学的特徴を表面に付与するいずれかの技術によって形成された表面を意味す
る。
【００３６】
　「真の一軸配向」およびその明らかな変形は、第２の面内軸および第３の軸に沿って計
測された配向感受特性が実質的に同一であり、および第１の面内軸に沿った配向感受特性
から実質的に異なる一軸配向（以下を参照のこと）の状態を意味する。
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【００３７】
　実際の物理系は、一般に、第２の面内軸および第３の軸に沿った精確でおよび正確に同
一である特性を有さない。用語「真の一軸配向」は、本願明細書において、これらの軸に
沿って計測されたフィルムの配向感受特性が軽微な量だけ異なる配向状態を指すために用
いられている。偏差の許容可能な量は意図される用途によって異なるであろうことが理解
されるであろう。多くの場合、このようなフィルムの均一性は、一軸配向の精確な程度よ
り重要である。この事態は、長く、細い、円柱状の繊維がその繊維軸に沿って延伸される
場合にもたらされることができるため、技術分野において、「繊維シンメトリー」として
度々称される。
【００３８】
　「真の一軸延伸」およびその明らかな変形は、一軸延伸（上記を参照のこと）を、第２
の面内軸および第３の軸沿った延伸比は実質的に互いに同一であるが、第１の面内軸に沿
った延伸比から実質的に異なるような方策で提供する動作を意味する。
【００３９】
　「一軸配向」は、その明らかな変形を包含して、第１の面内軸（すなわち、一軸延伸方
向に実質的に平行な軸）に沿って計測された物品の配向感受特性が、第２の面内軸および
第３の軸に沿って計測されたものから異なる配向状態を、物品が有することを意味する。
一軸配向の存在を測定するために広く多様な特性が計測され得るが、屈折率が、他が特定
されていなければ、本願明細書において注目される特性である。このような特性の他の例
示的例としては、結晶配向および形態学、熱および吸湿膨張、小さい歪み異方性機械的圧
縮比、耐引裂性、耐クリープ性、収縮、種々の波長での屈折率および吸収係数が挙げられ
る。
【００４０】
　積層フィルムの場合において、「一軸」または「真に一軸」は、特に断りのない限り、
フィルムの個別の層に適用されることを意図している。
【発明を実施するための最良の形態】
【００４１】
　本発明は、添付の図面を参照する、以下の本発明の種々の実施形態の詳細な説明におい
てより完全に理解され得る。
【００４２】
　本発明は、種々の改良および代替形態を受容可能である。本発明の詳細が、例示の目的
のみのために図面に示されている。記載の特定の実施形態に本発明が限定されることを意
図するものではない。代わりに、本発明の思想および範囲内のすべての改良、均等物、お
よび代替物をカバーすることを意図する。
【００４３】
　本発明の物品およびフィルムは、一般に、本体部分および表面構造部分を含む。図１は
第１の配向状態を有する前駆体フィルムの端面図を表し、一方、図２は、第２の配向状態
を有する、本発明のフィルムの一実施形態の端面図を表し、図３Ａ～図３Ｄは、本発明の
いくつかの変形実施形態の端面図を表す。
【００４４】
　前駆体フィルム９は、初期厚さ（Ｚ）を有する本体またはランド部分１１および高さ（
Ｐ）を有する表面部分１３を含む。表面部分１３は、ここでは直角角柱として表される、
一連の平行な幾何学的特徴１５を含む。幾何学的特徴１５の各々は、ベース幅（ＢＷ）お
よび頂間間隔（ＰＳ）を有する。前駆体フィルムは、Ｐ＋Ｚの和に等しい総厚Ｔを有する
。
【００４５】
　図２を具体的に参照すると、本発明のフィルム１０は、厚さ（Ｚ’）を有する本体また
はランド部分１２および高さ（Ｐ’）を有する表面部分１４を含む。表面部分１４は、角
柱を含む一連の平行幾何学的特徴１６を含む。幾何学的特徴１６の各々は、ベース幅（Ｂ
Ｗ’）および頂間間隔（ＰＳ’）を有する。本発明のフィルムは、Ｐ’＋Ｚ’に等しい総
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厚Ｔ’を有する。
【００４６】
　前駆体フィルムおよび本発明のフィルムの寸法の間の関係は、Ｔ’＜Ｔ、Ｐ’＜Ｐ、Ｚ
’＜Ｚであり、通常はＢＷ’＜ＢＷおよびＰＳ’＜ＰＳである。
【００４７】
　本体またはランド部分１１、１２は、底面１７および１９と、表面部分１３、１４の最
低点との間の物品の部分を含む。いくつかの場合において、これは、物品の幅（Ｗ，Ｗ’
）にわたる一定の寸法であり得る。他の場合において、この寸法は異なるランド厚さを有
する幾何学的特徴の存在によって変化し得る。図９を参照のこと。図９においては、ラン
ド厚さはＺ”によって表されている。
【００４８】
　前駆体フィルム９および本発明のフィルム１０の各々は、第１の面内軸１８と、第２の
面内軸２０と、厚さ方向に第３の軸２２とを有する。第１の面内軸は、本願明細書におい
て後述される延伸の方向に実質的に平行である。図１および２において、この軸は、フィ
ルム９および１０の端面に対して直角である。これらの３本の軸は互いに相互に直交する
。
【００４９】
　本発明のフィルムまたは物品の少なくとも１つの幾何学的特徴の断面形状は、実質的に
その前駆体の幾何学的特徴の断面形状の類似物である。この形状の適合度は、入射光の均
一な最分布が望まれる光学装置を製造する場合に、特に重要である。これは、特徴の初期
断面形状が平坦なまたは湾曲した表面を含むかどうかにかかわらず当てはまる。物品およ
びプロセスの形状保持性は、形状保持パラメータ（ＳＲＰ）を算出することにより判定さ
れる。
【００５０】
　所与の特徴についてのＳＲＰは以下のようにして判定される。特徴を有するフィルムの
断面の延伸前のイメージが入手される。分断面は、第２の面内軸２０および第３の軸２２
によって分画される面であると共に、フィルムが延伸される方向に直交する。存在する構
造特徴の一代表例が選択され、およびこれが特徴として称される。本体部分１１および表
面部分１３の接合部に、イメージ上で線が重畳される。これが特徴ベースライン（ＦＢ）
である。次いで、この特徴のベースラインより上の面積が算出される。これが非延伸特徴
面積（ＵＦＡ）である。
【００５１】
　次いで、延伸後のフィルムの断面のイメージが入手される。分断面は、第２の面内軸お
よび第３の軸によって分画される面である。実験用フィルム延伸機器などで非連続または
「バッチ」プロセスによってフィルムが延伸された場合、延伸前にフィルム試験片を試験
するときに選択したものと同一の特徴を選択することが可能となる。連続フィルム製造ラ
インでフィルムが延伸された場合、特徴は、フィルム製造分野における当業者により理解
されるであろうとおり、非延伸ウェブについて選択された位置に近似する、延伸フィルム
ウェブの適切な位置から選択されるべきである。特徴ベースライン（ＦＢ）が再度規定さ
れ、次いで、延伸フィルム特徴の面積が算出される。これが延伸特徴面積（ＳＦＡ）であ
る。
【００５２】
　比ＵＦＡ／ＳＦＡが次いで算出される。これがイメージ比（ＩＲ）である。次いで、延
伸フィルム特徴のイメージが、非延伸フィルム特徴のイメージと同一の面積を有すること
となるよう比例的に拡大される。イメージを、各高さおよび幅寸法において、ＩＲの平方
根の因数によって拡大させることによって行われる。次いで、延伸フィルムの特徴の拡大
イメージを非延伸フィルムの特徴のイメージに、それらの特徴ベースラインが一致するよ
うに重畳させる。次いで、重畳されたイメージが、それらの重なる面積が最大となる位置
が見つかるまで、共通ベースラインに沿って相互に移動させられる。この、ならびにすべ
ての前述のおよび後述する数学的および数的演算は、当業者に明らかであろうとおり、単
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に適切に記載されたコードでコンピュータ上で行うことができる。
【００５３】
　この最適重畳条件で重畳されたイメージの両方によって共有される面積が共通面積（Ｃ
Ａ）である。比ＣＡ／ＵＦＡが次いで算出される。この比が共通面積比（ＣＡＲ）である
。完全な形状保持性がもたらされる延伸についてＣＡＲは一となる。完全な形状保持性か
らのいずれかの偏差について、ＣＡＲは一未満の正の数となる。
【００５４】
　いずれかの特定のフィルムについて、ＣＡＲは、少なくとも特徴の形状、延伸比、およ
び延伸操作が真の一軸配向延伸に近づく程度に応じた量で一から差が生じることとなる。
他の要因もまた包含され得る。完全形状保持性からの偏差の程度を定量化するために、他
のパラメータである形状保持パラメータ（ＳＲＰ）を創出する必要がある。ＳＲＰは、構
造化表面を有するフィルムが、一方の極限である完全形状保持性から、他方の極限である
、典型的な産業的実施に特徴的な選択された参照点までのどこに位置されるかを、連続的
に、比例的に示す尺度である。発明者らはこのような参照点として、同一の特徴形状およ
び延伸比についての、連続的なモードで効率的に操作される、理想化されたフィルムテン
ター（横配向機）の性能を選択した。フィルムの構造化表面上の特徴の主軸は、延伸方向
であるウェブ横方向に平行であると仮定される。縁部効果およびすべての他のプロセス非
理想性は、例えば延伸における密度変化などの非理想性はフィルム材料自体のものである
ため無視される。次いで、この理想的なテンターの場合については、フィルムに付与され
るすべての横延伸は、同一の比だけの、厚さ寸法にのみのフィルムの収縮により順応され
る。仮定的なテンターが理想的であるため、縦またはウェブ下り方向でのフィルムの収縮
はない。
【００５５】
　イメージ比は、延伸するフィルムについては理想的には、延伸比と同一である。イメー
ジ比が延伸比と異なる場合、これは例えば、ポアソン比、密度変化（例えば延伸中の結晶
化に起因する）および局所的延伸比および公称理想延伸比の間のバリエーションに起因す
るシステムにおける非理想性を示している。
【００５６】
　以下は図４Ａ～図４Ｄを参照して記載されることとなる。計算はコンピュータによって
、当業者に公知であるアルゴリズムを用いて簡単に実施され得る。計算は、既にＣＡＲの
算出に用いられた非延伸フィルムの特徴の実験的に得られたイメージと共に開始される。
図４Ａにおいて、図示の特徴は直角三角形特徴である。シンメトリーを有しているか有し
ていないかにかかわらず、および真直ぐな面（角柱状）または湾曲した面（レンズ状）を
有しているかいないかにかかわらず、本明細書において詳述される方法論は一般にいかな
る特徴形状にも適用可能でるため、直角三角形は例示の目的のためにのみ図４Ａに示され
ている。方法論はまた、一般に「上反り」特徴、またはＳ形状特徴、フック形状特徴、ま
たは「マッシュルームキャップ」特徴などの複雑な形状を有する特徴にも適用可能である
。
【００５７】
　図４Ａのイメージは、問題となっているフィルムの製造に用いられた延伸比の因数によ
って、高さ寸法にのみ縮小させることにより図４Ｂのイメージにコンピュータ的に変換さ
れる。これは、問題となっている特徴形状および延伸比についての「理想テンター」にお
けるフィルム表面特徴になにが起きるであろうかをシミュレートする。次いでイメージが
、図４Ｂのものから図４Ｃのものに、延伸比の平方根の因数によって、高さおよび幅寸法
の各々において拡大されることにより変換される。従って、図４Ｃのイメージは、図４Ａ
のイメージのものと同じ面積を有する。次いで、図４Ａおよび図４Ｃのイメージが、重畳
されると共に、重なり面積最大位置が見つかるまでそれらの共通ベースラインに沿って移
動される。これが図４Ｄに示されている。この図の共通面積（オリジナル特徴イメージお
よびコンピュータ的に処理された特徴イメージの両方に共通する、クロスハッチングされ
た面積）が算出され、およびこの面積対図４Ａのイメージの面積の比が算出される。この
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値が、所与の特徴形状および延伸比についての、理想テンターについての共通面積比（Ｃ
ＡＲＩＴ）である。この計算は、ＣＡＲＩＴが非延伸特徴形状および利用された延伸比の
両方の強い関数であるため、各フィルム試験片について独立に行われなければならないこ
とが理解されるであろう。
【００５８】
　最後に、ＳＲＰが以下の式を用いて算出される。
【００５９】
ＳＲＰ＝（ＣＡＲ－ＣＡＲＩＴ）／（１－ＣＡＲＩＴ）
【００６０】
　完全形状保持性について、ＳＲＰは一である。「理想」テンターで延伸された仮定的フ
ィルムの場合については、ＣＡＲは、ＣＡＲＩＴと等しく、およびＳＲＰはゼロである。
従って、ＳＲＰは、構造化表面を有するフィルムが、一方の極限である完全形状保持性か
ら、他方の極限である、典型的な産業的実施に特徴的な選択された参照点までのどこに位
置されるかを、連続的に、比例的に示す尺度である。１．００に極めて近いＳＲＰを有す
るフィルムは極めて高い程度の形状保持性を示す。０．００に極めて近いＳＲＰを有する
フィルムは、利用された特徴形状および延伸比について低い程度の形状保持性を示す。本
発明においては、フィルムは、少なくとも０．１のＳＲＰを有する。
【００６１】
　標準フィルムテンターで、または他の手段により製造されたフィルムは、上述のとおり
、可能性のある多数の非理想性のためゼロ未満のＳＲＰ値を有し得るであろうことは、当
業者により理解されるであろう。「理想テンター」は、もたらされることができる、可能
性のある最悪の形状保持性を意味するものではない。むしろ、異なるフィルムを共通のス
ケールで比較するために有用である参照点である。
【００６２】
　本発明の一実施形態において、構造化表面を有するフィルムは、約０．１～１．００の
ＳＲＰの値を有する。本発明の他の実施形態において、構造化表面を有するフィルムは、
約０．５～１．００のＳＲＰの値を有する。本発明の他の実施形態において、構造化表面
を有するフィルムは、約０．７～１．００のＳＲＰの値を有する。本発明の他の実施形態
において、構造化表面を有するフィルムは、約０．９～１．００のＳＲＰの値を有する。
【００６３】
　本発明の他の態様においては、フィルムは一軸配向を備えている。一軸配向は、第１の
面内軸（ｎ1）に沿ったフィルムの屈折率、第２の面内軸（ｎ2）に沿った屈折率、および
第３の軸（ｎ3）に沿った屈折率の差を測定することにより計測され得る。本発明の一軸
配向フィルムはｎ1≠ｎ2およびｎ1≠ｎ3を有する。本発明のフィルムは、真に一軸配向で
あることが好ましい。すなわち、ｎ2およびｎ3は、実質的に、相互に等しく、およびｎ1

との差において相対的である。
【００６４】
　本発明のさらに他の実施形態において、フィルムは０．３以下の相対的複屈折を有する
。他の実施形態において、相対的複屈折は０．２未満でありおよびさらなる他の実施形態
においては０．１未満である。相対的複屈折は、以下の式から決定される絶対値である。
【００６５】
｜ｎ2－ｎ3｜／｜ｎ1－（ｎ2＋ｎ3）／２｜
【００６６】
　相対的複屈折は、可視スペクトルまたは近赤外スペクトルの一方で計測され得る。いず
れかの所与の計測値について、同一の波長が用いられるべきである。一方のスペクトルの
いずれかの部分における０．３の相対的複屈折がこのテストを満たすのに十分である。
【００６７】
　本発明のフィルムは、細長い構造であり得る角柱状またはレンズ状特徴の少なくとも１
つを含む。構造は、好ましくは、フィルムの第１の面内軸に全体が平行である。図２に示
されているとおり、構造化表面は一連の角柱１６を含む。しかしながら、他の幾何学的特
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徴およびこれらの組み合わせが用いられ得る。例えば、図３Ａは、幾何学的特徴が、尖部
を有している必要がなく、かつ、ベースにおいて相互に接触している必要もないことを示
している。
【００６８】
　図３Ｂは、幾何学的特徴が丸みのある頂部および湾曲したファセットを有し得ることを
示している。図３Ｃは、幾何学的特徴の頂部が平坦であり得ることを示している。
【００６９】
　図３Ｄは、フィルムの対向する表面の両方が構造化表面を有し得ることを示している。
【００７０】
　図５Ａ～図５Ｗは、構造化表面を提供するために用いられ得る他の断面形状を現してい
る。これらの図は、幾何学的特徴が、窪み（図５Ａ～図５Ｉおよび図５Ｔを参照のこと）
または突起（図５Ｊ～図５Ｓおよび図５Ｕ～図５Ｗを参照のこと）を含み得ることをさら
に表している。特徴が窪みを含む場合には、図３Ｃに示されるとおり、窪みの間の隆起し
たエリアは突起－タイプの特徴と見なし得る。
【００７１】
　種々の特徴の実施形態は、所望の結果を達成するよういずれかの方策で組み合わされ得
る。例えば水平面が、ラジアス形または平坦な頂部を有する特徴を分離し得る。しかも、
これらの特徴のいずれかにおいて湾曲した表面が用いられ得る。
【００７２】
　図から見ることができるように、特徴はいかなる所望の幾何学的形状を有し得る。これ
らはフィルムのｚ軸について、対称または非対称であり得る。しかも、構造化表面は、単
一の特徴、所望のパターンの複数の同一の特徴、または所望のパターンに配設された２つ
以上の特徴の組み合わせを含み得る。追加で、高さおよび／または幅などの特徴の寸法は
、構造化表面にわたって同一であり得る。または、これらは特徴毎に異なっていてもよい
。
【００７３】
　図２に図示された微小構造幾何学的特徴は、直角角柱を含むか、またはほぼ直角角柱で
ある。本願明細書において用いるところでは、直角角柱は、約７０°～約１２０°、好ま
しくは約８０°～１００°、最も好ましくは約９０°の頂角を有する。さらに、微小構造
特徴の面は平坦であるか、またはほぼ平坦な表面である。
【００７４】
　他の実施形態において、微小構造幾何学的特徴は鋸刃状角柱を含む。本願明細書におい
て用いるところ、鋸刃状角柱は、ランドまたは本体とおよそ９０°の角度をなす垂直な、
または垂直に近い側面を有する。図５Ｊを参照のこと。一つの有用な実施形態において、
鋸刃状角柱は２°～１５°のランドまたは本体からの傾斜角を有し得る。
【００７５】
　特徴が、第１の面内軸に沿って、連続的または断続的のいずれかであり得ることもまた
本発明の範囲内である。
【００７６】
　本発明のフィルムの種々の実施形態は、図２および図３Ａに規定されるとおり、以下の
寸法関係を含む。
【００７７】
　本発明のプロセスは、一般に、延伸および続くフィルムの一軸延伸により伸長されるこ
とができる、構造化表面高分子フィルムを提供する工程を含む。構造化表面は、フィルム
の形成と同時に設けられ得るか、またはフィルムの形成の後に第１の表面に付与され得る
。図６および７を参照してプロセスをさらに説明する。
【００７８】
　図６は、本発明による方法の概略図である。方法において、フィルムの所望の構造化表
面のネガティブ版を含むツール２４が提供され、これが、ダイ２８のオリフィス（図示せ
ず）を通って駆動ロール２６Ａおよび２６Ｂの手段により推進される。ダイ２８は、ここ
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では、ペレット、粉末等の形態で乾燥高分子樹脂を受けるためのフィードホッパー３２を
有するエクストルーダ３０を含む溶融系の排出点を含む。溶融樹脂はツール２４上にダイ
２８から排出される。ダイ２８およびツール２４の間に間隙３３が設けられている。溶融
樹脂はツール２４に接触すると共に硬化して高分子フィルム３４を形成する。次いで、フ
ィルム３４の前縁がストリッパロール３６でツール２４から除去され、および一軸延伸装
置３８に向けられる。次いで、延伸フィルムは、ステーション４０で連続ロールに巻かれ
得る。
【００７９】
　フィルム３４はロールに巻かれてもよく、またはシートに切断されて装置３８において
延伸されるまで積み重ねられてもよいことに注目すべきである。フィルム３４は延伸後に
、連続ロールに巻かれるのではなくシートに切断されてもよいこともまた注目すべきであ
る。
【００８０】
　フィルム３４は、任意に、一軸延伸前に前処理され得る（図示せず）。追加で、フィル
ム３４は、延伸後に後処理され得る（図示せず）。
【００８１】
　構造化表面をフィルムに付与するために多様な技術が用いられ得る。これらはバッチお
よび連続技術を包含する。これらは、所望の構造化表面のネガティブである表面を有する
ツールを提供する工程と、所望の構造化表面のポジティブ版を高分子フィルムに形成する
に十分な条件下で一定の時間、高分子フィルムの少なくとも１つの表面をツールに接触さ
せる工程と、および構造化表面を有する高分子フィルムをツールから除去する工程とを包
含し得る。
【００８２】
　ダイ２８およびツール２４が相互に垂直配置で示されているが、水平配置または他の配
置もまた利用し得る。特定の配置にかかわらず、ダイ２８は溶融樹脂を間隙３３でツール
２４に供給する。
【００８３】
　ダイ２８は、ツール２４に向って移動することが許容される形で搭載されている。これ
は、間隙３３を所望の空隙に調整することを可能としている。間隙３３のサイズは、当業
者により理解されるであろうとおり、溶融樹脂の組成、所望の本体厚さ、その粘度、その
粘弾性反応、およびほとんど完全にツールを溶融樹脂で充填するために必要な圧力を決定
要因とする。
【００８４】
　溶融樹脂は、任意に、適用される吸引、圧力、温度、超音波振動または機械的手段で、
好ましくはツール２４のキャビティに実質的に充填されるような粘度のものである。樹脂
が実質的にツール２４のキャビティを充填した場合、得られるフィルムの構造化表面が複
製されたと称される。
【００８５】
　ツールのネガティブ表面は、フィルムの幅にわたって（すなわち、横（ＴＤ）方向）、
またはフィルムの長さに沿って（すなわち、縦（ＭＤ）方向に沿って）特徴を形成するた
めに位置されていることができる。ＴＤまたはＭＤ方向との完全な整列は要求されない。
従って、ツールは、完全な整列からわずかに角度がずれていてもよい。典型的には、この
整列は約２０°以下である。
【００８６】
　樹脂が熱可塑性樹脂である場合には、典型的には固体としてフィードホッパー３２に供
給される。十分なエネルギーがエクストルーダ３０に供給されて、固体樹脂が溶融塊に転
換される。ツールは、典型的には、加熱された駆動ロール２６Ａ上を通過することにより
加熱される。駆動ロール２６Ａは、例えばその中に高温オイルを循環させることにより、
または誘電的に加熱することにより加熱され得る。ツール２４の温度は、典型的には樹脂
の軟化点より２０℃低温から樹脂の分解温度である。
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【００８７】
　部分的に重合された樹脂を包含する重合性樹脂の場合、樹脂は、ダイ２８へ供給するデ
ィスペンサへ直接的に注入またはポンプされ得る。樹脂が反応性樹脂である場合、本発明
の方法は、樹脂を硬化させる１つ以上の追加の工程を包含し得る。例えば、樹脂は、紫外
光、赤外線、電子ビーム放射、可視光等などの化学線などの好適な放射エネルギー源に、
樹脂を硬化させるに十分な時間露出させることにより硬化され、およびツール２４から除
去される。
【００８８】
　溶融フィルムは、多様な方法により冷却されて、さらなる処理のためにフィルムを硬化
されることができる。これらの方法としては、押出し樹脂への水の噴霧、冷却ロールを備
えるツールの非構造化表面を接触させること、または空気のフィルムへの直接的な吹付け
が挙げられる。
【００８９】
　前述の考察はフィルムおよび構造化表面の同時の形成に集中していた。本発明において
有用である他の技術は、ツールを、予め形成されたフィルムの第１の表面に接触させる工
程を含む。次いで、フィルム／ツールの組み合わせに圧力、熱または圧力および熱が、フ
ィルムに所望の構造化表面が形成されるまで適用される。続いて、フィルムが冷却されお
よびツールから除去される。
【００９０】
　さらに他の技術においては、予め形成されたフィルムは、所望の構造化表面を形成する
ために、ダイアモンド旋削などによって機械加工され得る。
【００９１】
　構造化表面の形成にツールが用いられる場合、構造化表面フィルムのツールからの除去
を促進するために離型剤が用いられ得る。離型剤は、薄層としてツールの表面またはフィ
ルムの表面に適用される材料であり得る。または、離型剤はポリマーに組み込まれる添加
剤を構成し得る。
【００９２】
　広く多様な材料が離型剤として用いられ得る。有用な材料の一クラスは、油およびワッ
クスおよびシリコーンなどの有機材料と、ポリテトラフルオロエチレンから形成されるも
のなどの高分子離型コーティングとを含む。特に有用な離型剤の他のクラスは、フルオロ
ケミカルベンゾトリアゾールを含む。これらの材料は金属およびメタロイド表面に化学的
に結合すると見出されたばかりではなく、例えば、離型性および／または腐食防止特徴を
もこれらの表面に付与する。これらの化合物は、金属またはメタロイド表面（ツールなど
の）に結合することができる頭部基と、被離型材料から適当に異なる極性および／または
官能性の尾部分を有するとして特性づけられる。これらの化合物は、単層である、または
実質的に単層である耐久性の、自己組織化フィルムを形成する。フルオロケミカルベンゾ
トリアゾールとしては以下の式を有するものが挙げられる。
【００９３】
【化１】

【００９４】
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　式中、ＲfはＣnＦ2n+l－（ＣＨ2）m－であり、ここで、ｎは１～２２の整数であり、お
よびｍは０、または１～６の整数であり；Ｘは－ＣＯ2－、－ＳＯ3－、－ＣＯＮＨ－、－
Ｏ－、－Ｓ－、共有結合、－ＳＯ2ＮＲ－、または－ＮＲ－であり、ここで、ＲはＨまた
はＣ1～Ｃ5アルキレンであり；Ｙは－ＣＨ2－であり、ここでｚは０または１であり；お
よびＲ’はＨ、低級アルキルまたはＲf－Ｘ－Ｙz－（ただし、Ｘが－Ｓ－、または－Ｏ－
であるとき、ｍは０、およびｚが０、ｎが≧７であり、ならびにＸが共有結合である場合
、ｍまたはｚは少なくとも１である）である。好ましくは、ｎ＋ｍは８～２０の整数に等
しい。
【００９５】
　フルオロケミカルベンゾトリアゾール組成物の離型剤として用いられるために特に有用
なクラスは、以下の式を有する１つ以上の化合物を含む。
【００９６】
【化２】

【００９７】
　式中、ＲfはＣnＦ2n+l－（ＣＨ2）m－であり、ここで、ｎは１～２２であり、ｍは０ま
たは１～６の整数であり；Ｘは－ＣＯ2－、－ＳＯ3－、－Ｓ－、－Ｏ－、－ＣＯＮＨ－、
共有結合、－ＳＯ2ＮＲ－、または－ＮＲ－であり、ここで、ＲはＨまたはＣ1～Ｃ5アル
キレンであり、およびｑは０または１であり；ＹはＣ1～Ｃ4アルキレンであり、およびｚ
は０または１であり；およびＲ’はＨ、低級アルキル、またはＲf－Ｘ－Ｙzである。フル
オロケミカルベンゾトリアゾールが、例えば、米国特許第６，３７６，０６５号明細書に
記載されている。
【００９８】
　プロセスは、任意に、オーブンまたは他の装置を提供することなどの、延伸に先立つ前
処理工程を包含し得る。前処理工程は、予熱ゾーンおよび加熱ゾーンを包含し得る。延伸
比はまた、収縮を制御するためにその最大値から低減され得る。これは、「トーイン」と
して技術分野において公知である。
【００９９】
　プロセスは後処理工程をも包含し得る。例えば、フィルムが先ず熱処理されおよび続い
て急冷される。
【０１００】
　一軸延伸は、従来のテンターまたは長さ配向機で生じさせることができる。フィルム処
理技術の一般的な考察は、「フィルム処理（Ｆｉｌｍ　Ｐｒｏｃｅｓｓｉｎｇ）」、カナ
イトシタカ（Ｔｏｓｈｉｔａｋａ　Ｋａｎａｉ）およびグレゴリーカンプベル（Ｇｒｅｇ
ｏｒｙ　Ｃａｍｐｂｅｌｌ）編、１９９９年、チャプター１、２、３、および６に見出す
ことができる。「ポリマーフィルムの科学および技術（Ｔｈｅ　Ｓｃｉｅｎｃｅ　ａｎｄ
　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ　ｏｆ　Ｐｏｌｙｍｅｒ　Ｆｉｌｍｓ）」オービルＪ．スィーテ
ィング（Ｏｒｖｉｌｌｅ　Ｊ．Ｓｗｅｅｔｉｎｇ）編、１９６８年、第１巻、第３６５～
３９１頁および第４７１～４２９頁もまた参照のこと。一軸延伸はまた、引張り試験機の
顎部の間などの、多様なバッチ装置において達成されることができる。
【０１０１】
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　一軸延伸プロセスとしては、限定されないが、異なる速度で回転するローラの間での従
来の「長さ配向」、テンターにおける従来のクロスウェブ延伸、国際公開第２００２／０
９６６２２　Ａ１号パンフレットに開示されているものなどの放射線状－経路テンターに
おける延伸、および引張り試験機の顎部の間での延伸が挙げられる。
【０１０２】
　理想弾性材料については、３つの相互に直交する延伸比のうちの２つが同一である場合
には一軸配向がもたらされるであろう。延伸時に顕著な密度変化を伴わない材料について
は、２つの実質的に同一な延伸比の各々が、第３の直交延伸比の逆数の平方根と実質的に
等しくなるであろう。
【０１０３】
　従来のテンターにおいて延伸されたフィルムは、一軸配向であっても、一軸延伸されて
いたとしても真に一軸配向ではない。これは、フィルムはテンター中の移動方向の軸に沿
って自由に収縮することができないが、厚さ方向には自由に収縮することができるからで
ある。国際公開第２００２／０９６６２２　Ａ１号パンフレットに開示されているものな
どの放射線状－経路テンターにおいて延伸されたフィルムは、放射線状経路がテンター中
の移動軸に沿った適切な量のフィルムの縮小を許容するため、一軸延伸されていると共に
、および真に一軸配向されている。放射線状－経路テンター以外のプロセスもまた真の一
軸配向を提供し得、およびコンセプトは、利用されるプロセスによって制限されることを
意味しない。
【０１０４】
　真の一軸配向はまた、延伸の全履歴中にわたって一軸条件下でフィルムを延伸するこれ
らのプロセスに限定されない。一軸延伸からの偏差は、延伸工程の種々の部分にわたって
、一定の許容範囲内に維持されることが好ましい。しかしながら、延伸プロセスの早期に
おける一軸性からの偏差が延伸プロセスにおけるその後において補償されるプロセスであ
って、得られるフィルムにおいて真の一軸性が達成されるものもまた、本発明の範囲に包
含される。
【０１０５】
　本願明細書において、テンター延伸装置の、フィルム縁部を把持する把持手段による移
動経路、および従って、フィルムの縁部によってテンターを移動する際にトレースされる
経路は境界軌道と称される。三次元的でおよび実質的に非平面状である境界軌道を提供す
ることは本発明の範囲内である。フィルムは、単一のユークリッド平面内にない境界軌道
である面外境界軌道を用いて面外延伸され得る。
【０１０６】
　真の一軸性には要求されないが、放射線状－経路テンタープロセスにおいては、フィル
ムは面内で延伸されることが好ましい。ＴＤ、主延伸方向に沿って延伸された直線が、延
伸後も実質的にまっすぐであり続けることが好ましい。フィルムの従来のテンタープロセ
スにおいて、これは典型的な事例ではなく、およびこのように延伸された線は相当な曲が
りまたは「反り」を受ける。
【０１０７】
　境界軌道は、必要ではないが、中央面を通る鏡像を形成する対称であり得る。この中央
面は、フィルムが移動する初期方向にベクトルを通過し、および境界軌道の間の初期中央
面を通過する面であり、および非延伸フィルムの表面に鉛直なベクトルが延伸装置に供さ
れる。
【０１０８】
　他のフィルム延伸プロセスのように、放射線状－経路テンターは、フィルムの均一な空
間的な引張りが延伸プロセス中にわたって維持されるような条件の選択から利益を受ける
。フィルムの良好な空間的均一性は、非延伸フィルムまたはウェブのウェブ横およびウェ
ブ下り厚さ分布の注意深い制御、およびウェブの延伸中にわたる温度分布の注意深い制御
で多数の高分子系について達成され得る。多数の高分子系は、非均一性に対して特に感受
性であり、キャリパーおよび温度均一性が不十分であれば、非均一な方法で延伸するであ
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ろう。例えば、ポリプロピレンは、一軸延伸下で「直線延伸」する傾向にある。一定のポ
リエステル、特にポリエチレンナフタレートもまた極めて感受性である。
【０１０９】
　どちらの延伸技術を利用しても、幾何学的特徴の形状保持性が望ましい場合には、延伸
は第１の面内軸に対して実質的に平行に実施されるべきである。延伸が第１の面内軸に対
してより平行であるだけ、達成される形状保持性が良好となることが見出された。良好な
形状保持性は、厳密な平行からの偏差が２０°以下である場合に達成されることができる
。この偏差が厳密な平行から１０°以下である場合に、より良好な形状保持性が達成され
る。偏差が平行から５°以下である場合に、さらに良好な形状保持性が達成される。
【０１１０】
　放射線状延伸工程はまた、一軸延伸からの偏差を、延伸工程の種々の部分にわたって一
定の許容範囲内に維持することができる。さらに、延伸の初期の部分において面外にフィ
ルムの部分が変形しても、延伸の最終部分中に面内にフィルムを戻してこれらの条件を維
持することができる。
【０１１１】
　延伸の全履歴にわたって維持された真の一軸交差延伸において、瞬間縦方向延伸比（Ｍ
ＤＤＲ）は、密度変化について修正された、交差方向延伸比（ＴＤＤＲ）の逆数の平方根
にほぼ等しい。上述のとおり、フィルムは、面外境界軌道、すなわち単一のユークリッド
平面内にない境界軌道を用いて面外延伸され得る。本発明のこの実施形態の関係要求を満
たす、無数の、しかしながらそれにもかかわらず特定の境界軌道が在り、従って実質的に
一軸延伸履歴が面外境界軌道を用いて維持され得る。
【０１１２】
　延伸に続いて、フィルムは、所望の場合には加熱および急冷され得る。
【０１１３】
　ここで図７を参照すると、非延伸構造化表面フィルム３４は、それぞれフィルムの厚さ
、幅、および長さを示す、寸法Ｔ、ＷおよびＬを有する。フィルム３４が因数ラムダ（λ
）によって延伸された後、延伸フィルム３５は、それぞれフィルムの延伸された厚さ、延
伸された幅、および延伸された長さを示す寸法Ｔ’、Ｗ’、およびＬ’を有する。この延
伸は、一軸性特質を延伸フィルム３５に付与する。
【０１１４】
　第１の面内軸、第２の面内軸および第３の軸に沿った延伸比の間の関係は、繊維シンメ
トリー、および従って延伸フィルムの一軸配向の指標である。本発明においては、フィル
ムは、少なくとも１．１の第１の面内軸に沿った最小の延伸比を有する。好ましくは、第
１の面内軸に沿った延伸比は少なくとも１．５である。本発明の他の実施形態において、
延伸比は少なくとも１．７である。より好ましくは少なくとも３である。より高い延伸比
もまた有用である。例えば、３～１０またはそれ以上の延伸比が本発明において有用であ
る。
【０１１５】
　第２の面内軸および第３の軸に沿った延伸比は、本発明では典型的には実質的に同一で
ある。この実質的な同一性は、これらの相互の延伸比の相対比として最も簡便に表される
。２つの延伸比が等しくなければ、その場合には、相対比は、これらの軸の一方に沿った
より大きい延伸比対他方の軸に沿ったより小さい延伸比である。好ましくは、相対比は１
．４未満である。２つの比が等しい場合、相対比は１である。
【０１１６】
　第１の面内方向に沿ったλの延伸比を有する真の一軸延伸の場合において、プロセスが
、第２の面内軸および第３の軸に沿ったフィルムの厚さ方向において実質的に同一の比例
寸法変化を形成する場合、厚さおよび幅は、同一の比例寸法変化で低減されることとなる
。この場合において、ＫＴ／λ0.5およびＫＷ／λ0.5によってこれはほぼ表され得、ここ
で、Ｋは延伸中の密度変化について考慮する換算因数を表す。理想的な事例においては、
Ｋは１である。延伸中に密度が減少する場合、Ｋは１より大きい。延伸中に密度が増大す
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る場合、Ｋは１未満である。
【０１１７】
　本発明においては、最終厚さＴ’対フィルムの初期厚さＴの比は、ＮＤＳＲ延伸比（Ｎ
ＤＳＲ）として定義され得る。ＭＤＳＲは、延伸後のフィルムの部分の長さをその部分の
初期長さで除したものとして定義され得る。例示の目的だけのために、図８におけるＹ’
／Ｙを参照のこと。ＴＤＳＲは、延伸後のフィルムの部分の幅をその部分の初期幅で除し
たものとして定義され得る。例示の目的だけのために、図８におけるＸ’／Ｘを参照のこ
と。
【０１１８】
　第１の面内方向は、ＭＤ（例えば、長さ配向の事例において）またはＴＤ（例えば、放
射線状テンターの事例において）と一致し得る。他の例においては、連続的ウェブでなく
むしろシートが、いわゆるバッチテンタープロセスにおいてはテンターに供給される。こ
のプロセスは米国特許第６，６０９，７９５号明細書に記載されている。この場合、第１
の面内方向または軸はＴＤと一致する。
【０１１９】
　本発明は、一般に、一軸性の特徴が望まれる、多数の異なる構造化表面フィルム、材料
およびプロセスに適用可能である。本発明のプロセスは、微小構造化表面を有する高分子
フィルムの製造に特に適当であると考えられており、ここでは、処理中にフィルムが延伸
されるときに、フィルムに用いられる材料の粘弾性特徴が利用されて、材料において誘起
された分子配向（ある場合には）の量が制御される。向上は、１つ以上の向上した光学性
能、増強された寸法安定性、よりよい加工性等を包含する。
【０１２０】
　普通、本発明において用いられるポリマーは、結晶性、半結晶性、液晶性または非晶質
ポリマーまたはコポリマーであり得る。ポリマー技術分野においては、ポリマーは、典型
的には、完全に結晶性ではないと一般に認識されており、従って、本発明のコンテクスト
においては、結晶性または半結晶性ポリマーは非晶質ではないポリマーを指すと共に、部
分結晶性、半結晶性等の、通例結晶性として称されるこれらの材料のいずれかを含むこと
が理解されるべきである。液晶ポリマーはまた、度々剛性－ロッドポリマーとして称され
、技術分野において三次元的結晶性秩序から異なるいくらかの形態の長距離秩序を備えて
いると理解されている。
【０１２１】
　本発明においては、フィルム形態へ溶融加工性または硬化性の一方であるいずれかのポ
リマーが用いられ得ることが予期される。これらとしては、限定されないが、ホモポリマ
ー、コポリマー、および以下の族からポリマーへさらに処理することができるオリゴマー
であって：ポリエステル（例えば、ポリアルキレンテレフタレート（例えば、ポリエチレ
ンテレフタレート、ポリブチレンテレフタレート、およびポリ－１，４－シクロヘキサン
ジメチレンテレフタレート）、ポリエチレンビ安息香酸、ポリアルキレンナフタレート（
例えばポリエチレンナフタレート（ＰＥＮ）およびその異性体（例えば、２，６－、１，
４－、１，５－、２，７－、および２，３－ＰＥＮ）およびポリブチレンナフタレート（
ＰＢＮ）およびその異性体）、および液晶ポリエステル）；ポリアリレート；ポリカーボ
ネート（例えば、ビスフェノールＡのポリカーボネート）；ポリアミド（例えばポリアミ
ド６、ポリアミド１１、ポリアミド１２、ポリアミド４６、ポリアミド６６、ポリアミド
６９、ポリアミド６１０、およびポリアミド６１２、芳香族ポリアミドおよびポリフタル
アミド）；ポリエーテル－アミド；ポリアミド－イミド；ポリイミド（例えば、熱可塑性
ポリイミドおよびポリアクリルイミド）；ポリエーテルイミド；ポリオレフィンまたはポ
リアルキレンポリマー（例えば、ポリエチレン、ポリプロピレン、ポリブチレン、ポリイ
ソブチレン、およびポリ（４－メチル）ペンテン）；サーリン（Ｓｕｒｌｙｎ）（登録商
標）（デラウェア州ウィルミントンのイー・アイ・デュポン・ドゥ・ヌムール・アンド・
カンパニー（Ｅ．Ｉ．Ｄｕ　Ｐｏｎｔ　ｄｅ　Ｎｅｍｏｕｒｓ　＆　Ｃｏ．，Ｗｉｌｍｉ
ｎｇｔｏｎ，Ｄｅｌ．）から入手可能）などのアイオノマー；ポリ酢酸ビニル；ポリビニ
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ルアルコールおよびエチレン－ビニルアルコールコポリマー；ポリメタクリレート（例え
ば、ポリイソブチルメタクリレート、ポリプロピルメタクリレート、ポリエチルメタクリ
レート、およびポリメチルメタクリレート）；ポリアクリレート（例えば、ポリメチルア
クリレート、ポリエチルアクリレート、およびポリブチルアクリレート）；ポリアクリロ
ニトリル；フルオロポリマー（例えば、パーフルオロアルコキシ樹脂、ポリテトラフルオ
ロエチレン、ポリトリフルオロエチレン、フッ素化エチレン－プロピレンコポリマー、ポ
リフッ化ビニリデン、ポリフッ化ビニル、ポリクロロトリフルオロエチレン、ポリエチレ
ン－コ－トリフルオロエチレン、ポリ（エチレン－ａｌｔ－クロロトリフルオロエチレン
）、およびＴＨＶ（登録商標）（３Ｍ　Ｃｏ．））；塩素化ポリマー（例えば、ポリ塩化
ビニリデンおよびポリ塩化ビニル）；ポリアリールエーテルケトン（例えば、ポリエーテ
ルエーテルケトン（「ＰＥＥＫ」））；脂肪族ポリケトン（例えば、エチレンおよび／ま
たはプロピレンと二酸化炭素とのコポリマーおよびターポリマー）；いずれかの立体規則
性のポリスチレン（例えば、アタクチックポリスチレン、イソタクチックポリスチレンお
よびシンジオタクチックポリスチレン）およびいずれかの立体規則性の環状－または鎖状
－置換ポリスチレン（例えば、シンジオタクチックポリ－α－メチルスチレン、およびシ
ンジオタクチックポリジクロロスチレン）；いずれかのこれらのスチレン系材料のコポリ
マーおよびブレンド（例えば、スチレン－ブタジエンコポリマー、スチレン－アクリロニ
トリルコポリマー、およびアクリロニトリル－ブタジエン－スチレンターポリマー）；ビ
ニルナフタレン；ポリエーテル（例えば、ポリフェニレンオキシド、ポリ（ジメチルフェ
ニレンオキシド）、ポリエチレンオキシドおよびポリオキシメチレン）；セルロース系材
料（例えば、エチルセルロース、セルロースアセテート、セルロースプロピオネート、セ
ルロースアセテートブチレート、および硝酸セルロース）；硫黄含有ポリマー（例えば、
ポリフェニレンスルフィド、ポリスルホン、ポリアリールスルホン、およびポリエーテル
スルホン）；シリコーン樹脂；エポキシ樹脂；エラストマー（例えば、ポリブタジエン、
ポリイソプレン、およびネオプレン）、およびポリウレタンを挙げ得る。２つ以上のポリ
マーまたはコポリマーのブレンドまたはアロイもまた用いられ得る。
【０１２２】
　いくつかの実施形態においては、半結晶性熱可塑性が用いられ得る。半結晶性熱可塑性
の一例は半結晶性ポリエステルである。半結晶性ポリエステルの例としては、ポリエチレ
ンテレフタレートまたはポリエチレンナフタレートが挙げられる。ポリエチレンテレフタ
レートまたはポリエチレンナフタレートを含むポリマーは、本発明における望ましい特性
の多数を有していることが見出されている。
【０１２３】
　ポリエステルに用いられるための好適なモノマーおよびコモノマーは、ジオールまたは
ジカルボン酸またはエステルタイプのものであり得る。ジカルボン酸コモノマーとしては
、限定されないが、テレフタル酸；イソフタル酸；フタル酸；すべてのナフタレンジカル
ボン酸異性体（２，６－、１，２－、１，３－、１，４－、１，５－、１，６－、１，７
－、１，８－、２，３－、２，４－、２，５－、２，８－）；４，４’－ビフェニルジカ
ルボン酸およびその異性体、ｔ－４，４’－スチルベンジカルボン酸およびその異性体、
４，４’－ジフェニルエーテルジカルボン酸およびその異性体、４，４’－ジフェニルス
ルホンジカルボン酸およびその異性体、４，４’－ベンゾフェノンジカルボン酸およびそ
の異性体、ハロゲン化芳香族ジカルボン酸（２－クロロテレフタル酸および２，５－ジク
ロロテレフタル酸など）、他の置換芳香族ジカルボン酸（第３級ブチルイソフタル酸およ
びナトリウムスルホン化イソフタル酸など）、シクロアルカンジカルボン酸（１，４－シ
クロヘキサンジカルボン酸およびその異性体など）および２，６－デカヒドロナフタレン
ジカルボン酸およびその異性体などのビベンゾイック酸；二環式－または多環式－ジカル
ボン酸（種々のノルボルナン異性体およびノルボルネン異性体ジカルボン酸、アダマンタ
ンジカルボン酸、およびビシクロ－オクタンジカルボン酸など）；アルカンジカルボン酸
（セバシン酸、アジピン酸、シュウ酸、マロン酸、コハク酸、グルタル酸、アゼライン酸
、およびドデカンジカルボン酸など）；および縮合環芳香族炭化水素のジカルボン酸異性
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体のいずれか（インデン、アントラセン、フェネアントラセン（ｐｈｅｎｅａｎｔｈｒｅ
ｎｅ）、ベンゾナフテン、フルオレン等など）が挙げられる。他の脂肪族、芳香族、シク
ロアルカンまたはシクロアルカンジカルボン酸が用いられ得る。または、ジメチルテレフ
タレートなどのこれらのジカルボン酸モノマーのいずれかのエステルが、ジカルボン酸自
体の代わりにまたは組み合わせて用いられ得る。
【０１２４】
　好適なジオールコモノマーとしては、限定されないが、直鎖または分岐アルカンジオー
ルまたはグリコール（エチレングリコール、トリメチレングリコールなどのプロパンジオ
ール、テトラメチレングリコールなどのブタンジオール、ネオペンチルグリコールなどの
ペンタンジオール、ヘキサンジオール、２，２，４－トリメチル－１，３－ペンタンジオ
ールおよび高級ジオールなど）、エーテルグリコール（ジエチレングリコール、トリエチ
レングリコール、およびポリエチレングリコールなどの）、３－ヒドロキシ－２，２－ジ
メチルプロピル－３－ヒドロキシ－２，２－ジメチルプロピル－３－ヒドロキシ－２，２
－ジメチルプロパノエートなどの鎖状－エステルジオール、１，４－シクロヘキサンジメ
タノールおよびその異性体および１，４－シクロヘキサンジオールおよびその異性体シク
ロアルカングリコール、二環式－または多環式ジオール（種々のトリシクロデカンジメタ
ノール異性体、ノルボルネンジメタノール、ノルボルネンジメタノール、およびビシクロ
－オクタンジメタノールなど）、芳香族グリコール（１，４－ベンゼンジメタノールおよ
びその異性体、１，４－ベンゼンジオールおよびその異性体、ビスフェノールＡなどのビ
スフェノール、２，２’－ジヒドロキシビフェニルおよびその異性体、４，４’－ジヒド
ロキシメチルビフェニルおよびその異性体、および１，３－ビス（２－ヒドロキシエトキ
シ）ベンゼンおよびその異性体など）、およびジメチルまたはジエチルジオールなどのこ
れらのジオールの低級アルキルエーテルまたはジエーテルが挙げられる。他の脂肪族、芳
香族、シクロアルキルおよびシクロアルケニルジオールが用いられ得る。
【０１２５】
　ポリエステル分子への分岐構造の付与に役立つことができるトリ－または多官能コモノ
マーもまた用いることができる。これらは、カルボン酸、エステル、ヒドロキシまたはエ
ーテルのいずれかのタイプであり得る。例としては、限定されないが、トリメリト酸およ
びそのエステル、トリメチロールプロパン、およびペンタエリスリトールが挙げられる。
【０１２６】
　コモノマーとしても好適なものは、ｐ－ヒドロキシ安息香酸および６－ヒドロキシ－２
－ナフタレンカルボン酸、およびそれらの異性体などのヒドロキシカルボン酸、および５
－ヒドロキシイソフタル酸等などの混合官能基のトリ－または多官能コモノマーを包含す
る混合官能基のモノマーである。
【０１２７】
　好適なポリエステルコポリマーとしては、ＰＥＮのコポリマー（例えば、２，６－、１
，４－、１，５－、２，７－、および／または２，３－ナフタレンジカルボン酸のコポリ
マー、またはそれらのエステルであって、（ａ）テレフタル酸またはそのエステル、（ｂ
）イソフタル酸またはそのエステル、（ｃ）フタル酸またはそのエステル、（ｄ）アルカ
ングリコール、（ｅ）シクロアルカングリコール（例えば、シクロヘキサンジメタノール
ジオール）、（ｆ）アルカンジカルボン酸、および／または（ｇ）シクロアルカンジカル
ボン酸（例えば、シクロヘキサンジカルボン酸）を備えるもの）、およびポリアルキレン
テレフタレートのコポリマー（テレフタル酸のコポリマーまたはそのエステルであって、
（ａ）ナフタレンジカルボン酸またはそのエステル、（ｂ）イソフタル酸またはそのエス
テル、（ｃ）フタル酸またはそのエステル、（ｄ）アルカングリコール、（ｅ）シクロア
ルカングリコール（例えば、シクロヘキサンジメタンジオール）、（ｆ）アルカンジカル
ボン酸、および／または（ｇ）シクロアルカンジカルボン酸（例えば、シクロヘキサンジ
カルボン酸）を備えるもの）が挙げられる。記載のコポリエステルはまた、ホモポリマー
またはコポリマーのいずれかである、少なくとも１種の成分が１種のポリエステルベース
のポリマーであり、および他の成分または複数の成分が他のポリエステルまたはポリカー
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ボネートであるペレットのブレンドであり得る。
【０１２８】
　本発明のフィルムはまた、高分子粒子を連続高分子マトリックスまたは相の二－連続マ
トリックス中に含む分散相を含有し得る。代わりに、本発明実施形態において、分散相は
多層フィルムの層の１つ以上に存在し得る。用いられる高分子粒子のレベルは本発明に重
大ではなく、最終物品が意図している目的を達成するよう選択される。ポリマー粒子のレ
ベルおよびタイプに影響し得る要因としては、粒子のアスペクト比、マトリックス中の粒
子の寸法整列、粒子の体積率、構造化表面フィルムの厚さ等が挙げられる。典型的には、
ポリマー粒子は、上述のものと同一のポリマーから選択される。
【０１２９】
　本発明により製造されるフィルムは、タイヤコード、ろ過媒体、テープバッキング、皮
膚用清拭布などの拭布、微小流体フィルム、ぼかしフィルタ、偏光子、反射型偏光子、ダ
イクロイック偏光子、直線反射型／ダイクロイック偏光子、吸収性偏光子、位相差板（ｚ
軸位相差板）、回折格子、偏光ビームスプリッタおよび偏光回折格子を含む広く多様な製
品に有用であり得る。フィルムは、それ自体特定のエレメントを構成し得、またはこれら
は、タイヤ、フィルタ、接着テープ、例えば前面および背面投影システム用のビームスプ
リッタ他のエレメントにおける部品として、またはディスプレイまたはマイクロディスプ
レイにおいて用いられる輝度上昇フィルムとして用いられることができる。
【０１３０】
　上記の記載において、エレメントの位置が「第１の」、「第２の」、「第３の」、「上
部」および「底部」の用語で度々記載されてきた。これらの用語は、図面に図示されたも
のなどの本発明の種々のエレメントの説明を簡潔化するために、単に用いられている。本
発明のエレメントの有用な配向にどのようにも限定をすると理解されるべきではない。
【０１３１】
　従って、本発明は、上述の特定の例に限定されると考慮されるべきではなく、むしろ、
適切に特許請求の範囲に規定されているとおり、本発明のすべての態様を包含すると理解
すべきである。本発明に適用され得る種々の改良、均等物、ならびに数多くの構造は、本
発明が本明細書のレビューの対象とする当業者に直ちに明らかであろう。特許請求の範囲
は、このような改良および装置を包含することを意図している。
【実施例】
【０１３２】
実施例１
　テネシー州キングスポートのイーストマンケミカルカンパニー（Ｅａｓｔｍａｎ　Ｃｈ
ｅｍｉｃａｌ　Ｃｏｍｐａｎｙ，Ｋｉｎｇｓｐｏｒｔ，ＴＮ）から入手可能である０．７
４の内部粘度（Ｉ．Ｖ．）を有するポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）をこの実施例
において用いた。
【０１３３】
　ＰＥＴペレットを乾燥して残存水を除去し、および窒素パージ下でエクストルーダホッ
パーの押出し型材に充填した。エクストルーダ内の温度プロファイルを２３２℃から２８
２℃に昇温させながら、および２８２℃に設定したダイまで溶融系を続けさせてＰＥＴを
押出した。溶融系圧力を連続的に監視し、およびポリマーフィルムが、そのフィルムのツ
ールに対向した第１の表面の構造化と同時に形成されるツールにダイを近接させる前の溶
融系に沿った最終監視位置で平均を得た。
【０１３４】
　ツールは、キャストフィルム上に形成された構造化表面のネガティブ版を有する構造化
ベルトであった。構造化表面は、反復的なおよび連続的な一連の三角柱を含んでいた。三
角形は鋸刃状パターンを形成していた。個別の角柱の底部の頂点は、隣接する隣の構造に
よって共有されていた。角柱は、キャスティング方向または縦方向（ＭＤ）方向に沿って
整列されていた。以下の式を有するフルオロケミカルベノトリアゾールでツールの構造化
表面をコートした。
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【０１３５】
【化３】

【０１３６】
　米国特許第６，３７６，０６５号明細書に開示されているとおり、式中、ＲfはＣ8Ｆ17

であり、およびＲは－（ＣＨ2）2－である。ツールを、キャスティング（ＭＤ）方向に沿
ったツール表面の連続的な動作を提供することができる温度制御された回転器に備え付け
た。ツールの計測表面温度は平均９２℃であった。
【０１３７】
　溶融ポリマーを通して溶融系から排出させるダイオリフィスを回転ベルトツールに近接
させて、ツールおよびダイの間に最終スロットを形成した。溶融系に沿った最終監視位置
での圧力は、ダイおよびツールが接近するに連れて上昇した。この最終圧力および前に記
録された圧力との間の差が、スロット圧力低下として称される。この実施例におけるスロ
ット圧力低下は７．３７×１０6Ｐａ（１０７０ｐｓｉ）であり、ツールネガティブによ
って形成された構造化キャビティ内に溶融ポリマーを充填するために十分な圧力を提供し
ていた。このように形成されおよび構造化されたフィルムを、スロットからツールの回転
により搬送し、追加の空気冷却で急冷し、ツールから除去して、ロールに巻いた。構造の
高さを含めた、キャストフィルムの総厚（Ｔ）は約５１０ミクロンであった。
【０１３８】
　キャストされおよび巻かれたポリマーフィルムは、厳密にツール構造を複製した。顕微
鏡を用いて断面を検証して、角柱状構造が、フィルムの表面上で、およそ８５°の頂角、
フィルムランドの水平面から三角形の一辺について２０°の傾斜および垂直面から反対の
辺について１５°の傾きを有することを特定した。計測したプロファイルは、予期された
、直線の縁およびわずかに丸まった頂部を備えたほとんど直角三角形の形態を示した。高
分子フィルム表面上の複製された角柱は、４４ミクロンの底部幅（ＢＷ）および１９ミク
ロンの高さ（Ｐ）を有すると計測された。頂間間隔（ＰＳ）は、底部幅（ＢＷ）とおよそ
同一であった。ツールはまた不完全であり、および公称サイズから小さな偏差が存在する
ことができる。
【０１３９】
　構造化キャストフィルムを、１０：７（溝に沿って：溝に直角に）のアスペクト比のシ
ートに切り取り、プレナムで計測される約１００℃に予熱し、およびほとんど真に一軸性
の方策で、角柱の連続的長さ方向に沿って、バッチテンタープロセスを用いて、６．４の
公称延伸比まで延伸し、ならびに直ちに６．３の延伸比に緩和させた。すなわち個別のシ
ートを、従来の連続的操作フィルムテンターに供給した。６．４から６．３への緩和は、
最終フィルムにおける収縮を制御するための延伸温度で達成される。構造化表面は、適度
に直線の断面縁（適度に平坦なファセット）およびおよそ類似の形状の角柱状形状を維持
した。延伸後の底部幅（ＢＷ’）は、顕微鏡的な断面化によって１６．５ミクロンと計測
され、および延伸後の頂部高さ（Ｐ’）は、５．０ミクロンと計測された。構造化高さを
含むフィルムの最終厚さ（Ｔ’）は、１８０ミクロンと計測された。延伸フィルムの裏面
における屈折率を、ニュージャージー州ピスカタウェイのメトリコン（Ｍｅｔｒｉｃｏｎ
，Ｐｉｓｃａｔａｗａｙ，ＮＪ）から入手可能であるメトリコン角柱カプラー（Ｍｅｔｒ
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ｉｃｏｎ　Ｐｒｉｓｍ　Ｃｏｕｐｌｅｒ）を用いて、６３２．８ｎｍの波長で計測した。
第１の面内（角柱に沿って）、第２の面内（角柱を横切って）、および厚さ方向に沿った
屈折率を、それぞれ１．６７２、１．５４９および１．５４７と計測した。この延伸材料
の断面における相対的複屈折は、従って０．０１６であった。
【０１４０】
実施例２
　テネシー州キングスポートのイーストマンケミカルカンパニー（Ｅａｓｔｍａｎ　Ｃｈ
ｅｍｉｃａｌ　Ｃｏｍｐａｎｙ，Ｋｉｎｇｓｐｏｒｔ，ＴＮ）から入手可能である０．７
４の内部粘度（Ｉ．Ｖ．）を有するポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）を、この実施
例で用いた。
【０１４１】
　ＰＥＴペレットを乾燥して残存水を除去し、および窒素パージ下で押出し型材ホッパー
に充填した。ＰＥＴを、エクストルーダ内の約２８２℃の平坦な温度プロファイルで押出
し、および２８２℃に設定したダイまで溶融系を継続した。溶融系圧力を連続的に監視し
、およびポリマーフィルムが、そのフィルムのツールに対向した第１の表面の構造化と同
時に形成されるツールにダイを近接させる前の溶融系に沿った最終監視位置で平均を得た
。
【０１４２】
　ツールは、キャストフィルム上に形成された構造化表面の所望のネガティブ版を有する
構造化ベルトであった。構造化表面は、５０ミクロンの底部幅（ＢＷ）およびほとんど２
５ミクロンの高さ（Ｐ）を有する反復的なおよび連続的な一連の二等辺直角三角形を含ん
でいた。個別の角柱の底部の頂点は、隣接する隣の構造によって共有されていた。角柱は
、キャスティング（ＭＤ）方向に沿って整列されていた。以下の式を有するフルオロケミ
カルベンゾトリアゾールでツールの構造化表面をコートした。
【０１４３】
【化４】

【０１４４】
　式中、ＲfはＣ4Ｆ9であり、およびＲは－（ＣＨ2）6－である。ツールを、キャスティ
ング（ＭＤ）方向に沿ったツール表面の連続的な動作を提供することができる温度制御さ
れた回転器に備え付けた。ツールの計測表面温度は平均９８℃であった。
【０１４５】
　溶融ポリマーを通して溶融系から排出させるダイオリフィスを回転ベルトツールに近接
させて、ツールおよびダイの間に最終スロットを形成した。溶融系に沿った最終監視位置
での圧力は、ダイおよびツールが接近するに連れて上昇した。この最終圧力および前に記
録された圧力との間の差が、スロット圧力低下として称される。この実施例におけるスロ
ット圧力低下は７．９２×１０6Ｐａ（１１５０ｐｓｉ）であり、ツールネガティブによ
って形成された構造化キャビティ内に溶融ポリマーを充填するために十分な圧力を提供し
ていた。このように形成されおよび構造化されたフィルムを、スロットからツールの回転
により搬送し、追加の空気冷却で急冷し、ツールから除去して、ロールに巻いた。構造の
高さを含めた、キャストフィルムの総厚（Ｔ）は約６００ミクロンであった。
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【０１４６】
　キャストされおよび巻かれたポリマーフィルムは、厳密にツール構造を複製した。接触
プロフィロメトリ（例えば６０°２ミクロン径の触針を備えるＫＬＡ－テンコール（Ｔｅ
ｎｃｏｒ）Ｐ－１０）を用いて、清透で、適度に鋭い角柱状構造を、フィルムの表面上に
特定した。計測したプロファイルは、予期された、直線の縁およびわずかに丸まった頂部
を備えたほとんど直角三角形の形態を示した。高分子フィルム表面上の複製された角柱は
、５０ミクロンの底部幅（ＢＷ）および２３．４ミクロンの高さ（Ｐ）を有すると計測さ
れた。頂間間隔（ＰＳ）は、底部幅（ＢＷ）とおよそ同一であった。プロフィロメトリは
、触針プローブの形状およびサイズにより解像度が約１ミクロンに制限されており、およ
び実際の頂点はかなり高い可能性がある。ツールはまた不完全であり、および公称サイズ
から小さな偏差が存在することができる。プロファイル－計測断面積対理想算出断面積の
比は、９９％の算出充填率を導き出した。
【０１４７】
　構造化フィルムは、実施例１と同様の方策で延伸されることができる。
【０１４８】
実施例３
　０．５６の内部粘度（Ｉ．Ｖ．）を有するポリエチレンナフタレート（ＰＥＮ）を反応
容器内で形成した。
【０１４９】
　ＰＥＮペレットを乾燥して残存水を除去し、および窒素パージ下で押出し型材ホッパー
に充填した。ＰＥＮをエクストルーダ内の２８８℃の平坦な温度プロファイルで押出し、
および２８８℃に設定したダイまで溶融系を継続した。溶融系圧力を連続的に監視し、お
よびポリマーフィルムが、そのフィルムのツールに対向した第１の表面の構造化と同時に
形成されるツールにダイを近接させる前の溶融系に沿った最終監視位置で平均を得た。
【０１５０】
　ツールは、キャストフィルム上に形成された構造化表面の所望のネガティブ版を有する
構造化ベルトであった。構造化表面は、５０ミクロンの底部幅（ＢＷ）およびほとんど２
５ミクロンの高さ（Ｐ）を有する反復的なおよび連続的な一連の二等辺直角三角形を含ん
でいた。個別の角柱の底部の頂点は、隣接する隣の構造によって共有されていた。角柱は
、キャスティング（ＭＤ）方向に沿って整列されていた。以下の式を有するフルオロケミ
カルベンゾトリアゾールでツールの構造化表面をコートした。
【０１５１】
【化５】

【０１５２】
　式中、ＲfはＣ8Ｆ17であり、およびＲは－（ＣＨ2）2－である。ツールを、キャスティ
ング（ＭＤ）方向に沿ったツール表面の連続的な動作を提供することができる温度制御さ
れた回転器に備え付けた。ツールの計測表面温度は平均１４４℃であった。
【０１５３】
　溶融ポリマーを通して溶融系から排出させるダイオリフィスを回転ベルトツールに近接
させて、ツールおよびダイの間に最終スロットを形成した。溶融系に沿った最終監視位置
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での圧力は、ダイおよびツールが接近するに連れて上昇した。この最終圧力および前に記
録された圧力との間の差が、スロット圧力低下として称される。この実施例におけるスロ
ット圧力低下は５．５１×１０6Ｐａ（８００ｐｓｉ）であり、ツールネガティブによっ
て形成された構造化キャビティ内に溶融ポリマーを充填するために十分な圧力を提供して
いた。このように形成されおよび構造化されたフィルムを、スロットからツールの回転に
より搬送し、追加の空気冷却で急冷し、ツールから除去して、ロールに巻いた。構造の高
さを含めた、キャストフィルムの総厚（Ｔ）は約６００ミクロンであった。
【０１５４】
　キャストされおよび巻かれたポリマーフィルムは、厳密にツール構造を複製した。接触
プロフィロメトリ（例えば６０°２ミクロン径の触針を備えたＫＬＡ－テンコール（Ｔｅ
ｎｃｏｒ）Ｐ－１０）を用いて、清透で、適度に鋭い角柱状構造を、フィルムの表面上に
特定した。計測したプロファイルは、予期された、直線の縁およびわずかに丸まった頂部
を備えたほとんど直角三角形の形態を示した。高分子フィルム表面上の複製された角柱は
、５０ミクロンの底部幅（ＢＷ）および２３．３ミクロンの高さ（Ｐ）を有すると計測さ
れた。頂間間隔（ＰＳ）は、底部幅（ＢＷ）とおよそ同一であった。プロフィロメトリは
触針プローブの形状およびサイズにより解像度が約１ミクロンに制限されており、および
実際の頂点はかなり高い可能性がある。ツールはまた不完全であり、および公称サイズか
ら小さな偏差が存在することができる。実際の充填の程度をよりよく特性づける、例えば
ツールでの複製の精度を特性づけるために、プロフィロメトリ断面を三角形に適合させた
。計測したプロファイルからのデータを用いて、ベースから計測された高さ５および１５
ミクロンの間の断面の辺に沿って直線として縁を適合させた。２４．６ミクロンの理想頂
点高さが算出された。プロファイル－計測断面積対理想算出断面積の比は、９８．０％の
算出充填率を導き出した。
【０１５５】
　構造化キャストフィルムを、ほとんど真に一軸性の方策で、角柱の連続的長さ方向に沿
って、バッチテンタープロセスを用いて延伸した。フィルムを、プレナムで計測される公
証１６５℃に予熱し、およびこの温度で、２５秒にわたり、均一な速度（縁分離）で約６
の最終延伸比まで延伸した。構造化表面は、適度に直線の断面縁（適度に平坦なファセッ
ト）およびおよそ類似の形状の角柱状形状を維持した。
【０１５６】
　表１は、キャストフィルムの中心からの種々の距離での延伸の効果を示す。
【０１５７】
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【表１】

【０１５８】
実施例４
　０．５６の内部粘度（Ｉ．Ｖ．）を有するポリエチレンナフタレート（ＰＥＮ）反応容
器内で形成した。
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【０１５９】
　ＰＥＮペレットを乾燥して残存水を除去し、および窒素パージ下で押出し型材ホッパー
に充填した。ＰＥＮをエクストルーダ内の２８８℃の平坦な温度プロファイルで押出し、
および２８８℃に設定したダイまで溶融系を継続した。溶融系圧力を連続的に監視し、お
よびポリマーフィルムが、そのフィルムのツールに対向した第１の表面の構造化と同時に
形成されるツールにダイを近接させる前の溶融系に沿った最終監視位置で平均を得た。
【０１６０】
　ツールは、キャストフィルム上に形成された構造化表面の所望のネガティブ版を有する
構造化ベルトであった。構造化表面は、５０ミクロンの底部幅（ＢＷ）およびほとんど２
５ミクロンの高さ（Ｐ）を有する反復的なおよび連続的な一連の二等辺直角三角形を含ん
でいた。個別の角柱の底部の頂点は、隣接する隣の構造によって共有されていた。角柱は
、キャスティング（ＭＤ）方向に沿って整列されていた。以下の式を有するフルオロケミ
カルベンゾトリアゾールでツールの構造化表面をコートした。
【０１６１】

【化６】

【０１６２】
　米国特許第６，３７６，０６５号明細書に開示のとおり、式中、ＲfはＣ8Ｆ17でありお
よびＲは－（ＣＨ2）2－である。ツールを、キャスティング（ＭＤ）方向に沿ったツール
表面の連続的な動作を提供することができる温度制御された回転器に備え付けた。ツール
の計測表面温度は平均１５３℃であった。
【０１６３】
　溶融ポリマーを通して溶融系から排出させるダイオリフィスを回転ベルトツールに近接
させて、ツールおよびダイの間に最終スロットを形成した。溶融系に沿った最終監視位置
での圧力は、ダイおよびツールが接近するに連れて上昇した。この最終圧力および前に記
録された圧力との間の差が、スロット圧力低下として称される。この実施例におけるスロ
ット圧力低下は４．１３×１０6Ｐａ（６００ｐｓｉ）であり、ツールネガティブによっ
て形成された構造化キャビティ内に溶融ポリマーを充填するために十分な圧力を提供して
いた。このように形成されおよび構造化されたフィルムを、スロットからツールの回転に
より搬送し、追加の空気冷却で急冷し、ツールから除去して、ロールに巻いた。構造の高
さを含めた、キャストフィルムの総厚（Ｔ）は約６００ミクロンであった。
【０１６４】
　キャストされおよび巻かれたポリマーフィルムは、厳密にツール構造を複製した。接触
プロフィロメトリ（例えば６０°２ミクロン径の触針を備えるＫＬＡ－テンコール（Ｔｅ
ｎｃｏｒ）Ｐ－１０）を用いて、清透で、適度に鋭い角柱状構造を、フィルムの表面上に
特定した。計測したプロファイルは、予期された、直線の縁およびわずかに丸まった頂部
を備えたほとんど直角三角形の形態を示した。高分子フィルム表面上の複製された角柱は
、ミクロンの底部幅（ＢＷ）および２３．５ミクロンの高さ（Ｐ）を有すると計測された
。頂間間隔（ＰＳ）は、底部幅（ＢＷ）とおよそ同一であった。プロフィロメトリは触針
プローブの形状およびサイズにより解像度が約１ミクロンに制限されており、および実際
の頂点はかなり高い可能性がある。ツールはまた不完全であり、および公称サイズから小
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ルでの複製の精度を特性づけるために、プロフィロメトリ断面を三角形に適合させた。計
測したプロファイルからのデータを用いて、ベースから計測された高さ５および１５ミク
ロンの間の断面の辺に沿って直線として縁を適合させた。９１．１°の頂角を含む２４．
６ミクロンの理想頂点高さが算出された。プロファイル－計測断面積対理想算出断面積の
比は、９８．０％の算出充填率を導き出した。
【０１６５】
　構造化キャストフィルムを、ほとんど真に一軸性の方策で、角柱の連続的長さ方向に沿
って、バッチテンタープロセスを用いて延伸させた。フィルムを、公証１５８℃に予熱し
、この温度で、９０秒にわたり、均一な速度（縁分離）で約６の最終延伸比まで延伸した
。構造化表面は、適度に直線の断面縁（適度に平坦なファセット）およびおよそ類似の形
状の角柱状形状を維持した。
【０１６６】
　キャストフィルム上において用いたものと同一の接触プロフィロメトリを用いて延伸フ
ィルムを計測した。延伸後の底部幅（ＢＷ’）は、顕微鏡的な断面化によって２２ミクロ
ンと計測され、および延伸後の頂部高さ（Ｐ’）は、８．５ミクロンと計測された。構造
化高さを含むフィルムの最終厚さ（Ｔ’）は、約２２０ミクロンと計測された。延伸フィ
ルムの裏面における屈折率を、ニュージャージー州ピスカタウェイのメトリコン（Ｍｅｔ
ｒｉｃｏｎ，Ｐｉｓｃａｔａｗａｙ，ＮＪ）から入手可能であるメトリコン角柱カプラー
（Ｍｅｔｒｉｃｏｎ　Ｐｒｉｓｍ　Ｃｏｕｐｌｅｒ）を用いて、６３２．８ｎｍの波長で
計測した。第１の面内（角柱に沿って）、第２の面内（角柱を横切って）、および厚さ方
向に沿った屈折率を、それぞれ１．７９０、１．５７７および１．５５４と計測した。こ
の延伸材料の断面における相対的複屈折は、従って０．１０であった。
【０１６７】
　プロフィロメトリデータを用いて、見かけ上の断面積の比は、延伸および配向における
密度変化について補正されていない、６．４の延伸比の計測推測値をもたらす。この６．
４の値を延伸比およびプロフィロメトリデータについて用いて、形状保持パラメータを０
．９４と算出した。
【０１６８】
実施例５
　カルボキシレート（テレフタレートおよびナフタレート）部位（サブユニット）比によ
って測定される４０ｍｏｌ％ポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）および６０ｍｏｌ％
ポリエチレンナフタレート特徴を含むコ－ポリマー（いわゆる４０／６０ｃｏＰＥＮ）を
反応容器内で形成した。内部粘度（Ｉ．Ｖ．）は約０．５であった。
【０１６９】
　４０／６０ｃｏＰＥＮ樹脂ペレットを乾燥して残存水を除去し、および窒素パージ下で
押出し型材ホッパーに充填した。エクストルーダ内の温度プロファイルを２８５℃から２
７７℃に降温させながら、および２８８℃に設定したダイまで溶融系を継続させて４０／
６０ｃｏＰＥＮを押出した。溶融系圧力を連続的に監視し、およびポリマーフィルムが、
そのフィルムのツールに対向した第１の表面の構造化と同時に形成されるツールにダイを
近接させる前の溶融系に沿った最終監視位置で平均を得た。
【０１７０】
　ツールは、キャストフィルム上に形成された構造化表面の所望のネガティブ版を有する
構造化ベルトであった。構造化表面は、５０ミクロンの底部幅（ＢＷ）およびほとんど２
５ミクロンの高さ（Ｐ）を有する反復的なおよび連続的な一連の二等辺直角三角形を含ん
でいた。個別の角柱の底部の頂点は、隣接する隣の構造によって共有されていた。角柱は
、キャスティング（ＭＤ）方向に沿って整列されていた。以下の式を有するフルオロケミ
カルベンゾトリアゾールでツールの構造化表面をコートした。
【０１７１】
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【化７】

【０１７２】
　米国特許第６，３７６，０６５号明細書に開示のとおり、式中、ＲfはＣ4Ｆ9であり、
およびＲは－（ＣＨ2）6－である。ツールを、キャスティング（ＭＤ）方向に沿ったツー
ル表面の連続的な動作を提供することができる温度制御された回転器に備え付けた。ツー
ルの計測表面温度は平均１０２℃であった。
【０１７３】
　溶融ポリマーを通して溶融系から排出させるダイオリフィスを回転ベルトツールに近接
させて、ツールおよびダイの間に最終スロットを形成した。溶融系に沿った最終監視位置
での圧力は、ダイおよびツールが接近するに連れて上昇した。この最終圧力および前に記
録された圧力との間の差が、スロット圧力低下として称される。この実施例におけるスロ
ット圧力低下は４．２３×１０6Ｐａ（６１４ｐｓｉ）であり、ツールネガティブによっ
て形成された構造化キャビティ内に溶融ポリマーを充填するために十分な圧力を提供して
いた。このように形成されおよび構造化されたフィルムを、スロットからツールの回転に
より搬送し、追加の空気冷却で急冷し、ツールから除去して、ロールに巻いた。構造の高
さを含めた、キャストフィルムの総厚（Ｔ）は約５６０ミクロンであった。
【０１７４】
　キャストされおよび巻かれたポリマーフィルムは、厳密にツール構造を複製した。接触
プロフィロメトリ（例えば６０°２ミクロン径の触針を備えるＫＬＡ－テンコール（Ｔｅ
ｎｃｏｒ）Ｐ－１０）を用いて、清透で、適度に鋭い角柱状構造を、フィルムの表面上に
特定した。計測したプロファイルは、予期された、直線の縁およびわずかに丸まった頂部
を備えたほとんど直角三角形の形態を示した。高分子フィルム表面上の複製された角柱は
、４９．９ミクロンの底部幅（ＢＷ）および２３．５ミクロンの高さ（Ｐ）を有すると計
測された。頂間間隔（ＰＳ）は、底部幅（ＢＷ）とおよそ同一であった。プロフィロメト
リは触針プローブの形状およびサイズにより解像度が約１ミクロンに制限されており、お
よび実際の頂点はかなり高い可能性がある。ツールはまた不完全であり、および公称サイ
ズから小さな偏差が存在することができる。実際の充填の程度をよりよく特性づける、例
えばツールでの複製の精度を特性づけるために、プロフィロメトリ断面を三角形に適合さ
せた。計測したプロファイルからのデータを用いて、ベースから計測された高さ５および
１５ミクロンの間の断面の辺に沿って直線として縁を適合させた。９１．１°の頂角を含
む２４．６ミクロンの理想頂点高さが算出された。プロファイル－計測断面積対理想算出
断面積の比は、９８．０％の算出充填率を導き出した。
【０１７５】
　構造化キャストフィルムを、ほとんど真に一軸性の方策で、角柱の連続的長さ方向に沿
って、実験用延伸器を用いて延伸した。フィルムを１０３℃まで６０秒予熱し、およびこ
の温度で、２０秒にわたり、均一な速度（縁分離）で約６の最終延伸比まで延伸した。構
造化表面は、適度に直線の断面縁（適度に平坦なファセット）およびおよそ類似の形状の
角柱状形状を維持した。延伸フィルムの裏面における屈折率を、ニュージャージー州ピス
カタウェイのメトリコン（Ｍｅｔｒｉｃｏｎ，Ｐｉｓｃａｔａｗａｙ，ＮＪ）から入手可
能であるメトリコン角柱カプラー（Ｍｅｔｒｉｃｏｎ　Ｐｒｉｓｍ　Ｃｏｕｐｌｅｒ）を
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用いて、６３２．８ｎｍの波長で計測した。第１の面内（角柱に沿って）、第２の面内（
角柱を横切って）、および厚さ方向に沿った屈折率を、それぞれ１．７５８、１．５５３
および１．５５１と計測した。この延伸材料の断面における相対的複屈折は、従って０．
００９７であった。
【０１７６】
実施例６
　米国特許出願公開第２００４／０２２７９９４　Ａ１号明細書の実施例１～４に記載の
方法により形成した多層光学フィルムをキャストし、および保護ポリプロピレン表層を除
去した。用いた低指数ポリマーは、ｃｏ－ＰＥＴであった。
【０１７７】
　多層光学フィルムをシートに切り取り、および６０℃で最低２時間でオーブン中で乾燥
した。プラテンを１１５℃に加熱した。厚紙シート、クロムメッキ黄銅プレート（およそ
３ｍｍ厚）、剥離ライナ、ニッケル微小構造ツール、多層光学フィルム、剥離ライナ、ク
ロムメッキ黄銅プレート（およそ３ｍｍ厚）、および厚紙シートの順番で、フィルムを層
構造に積み重ねた。構造物をプラテンの間に置き、および閉じた。１．３８×１０5Ｐａ
（２０ｐｓｉ）の圧力を６０秒維持した。
【０１７８】
　ニッケル微小構造ツールの構造化表面は、９０°頂角、１０ミクロンの底部幅（ＢＷ）
および約５ミクロンの高さ（Ｐ）を有する反復的なおよび連続的な一連の三角柱を含む。
個別の角柱の底部の頂点は、隣接する隣の構造によって共有されていた。
【０１７９】
　エンボスシートを１０：７（溝の横断方向に沿って）のアスペクト比に切り取った。構
造化多層光学フィルムを、ほとんど真に一軸性の方策で、角柱の連続的長さ方向に沿って
、バッチテンタープロセスを用いて延伸した。フィルムを、ほとんど１００℃まで予熱し
、およそ６の延伸比に約２０秒にわたって延伸し、および次いで延伸を、テンター中にお
いて延伸温度にある状態で約１０％緩和させて、フィルムにおける収縮を制御した。構造
化高さを含むフィルム（Ｔ’）の最終厚さは、１５０ミクロンと計測された。延伸フィル
ムの裏面における屈折率を、ニュージャージー州ピスカタウェイのメトリコン（Ｍｅｔｒ
ｉｃｏｎ，Ｐｉｓｃａｔａｗａｙ，ＮＪ）から入手可能であるメトリコン角柱カプラー（
Ｍｅｔｒｉｃｏｎ　Ｐｒｉｓｍ　Ｃｏｕｐｌｅｒ）を用いて、６３２．８ｎｍの波長で計
測した。第１の面内（角柱に沿って）、第２の面内（角柱を横切って）、および厚さ方向
に沿った屈折率を、それぞれ１．６９９、１．５３７および１．５３４と計測した。この
延伸材料の断面における複屈折は、従って０．０１８であった。
【０１８０】
実施例７
　配向、微小複製構造を以下のとおり構成した。１２５ミクロンピッチでの９０°角柱状
の溝を、キャストＰＥＮ（ポリエーテルナフタレン）の０．０１０インチ厚のフィルムに
、１２５℃で４分間での圧縮成形によりエンボス加工した。ツール構造化フィルムを氷水
で急冷した。フィルムを除去しおよび乾燥させた後、次いで、このフィルムを、溝の長軸
に沿って１２８℃で５×一軸延伸した。これは５％の横方向収縮をもたらし、およそ６２
ミクロンの最終ピッチが得られた。屈折率は、配向軸に沿って１．８４および交差方向に
１．５３と計測された。屈折率は、フィルムの平坦な裏面で、メトリコン角柱カプラー（
Ｍｅｔｒｉｃｏｎ　Ｐｒｉｓｍ　Ｃｏｕｐｌｅｒ）を６３２．８ｎｍの波長で用いて計測
した。
【０１８１】
　配向微小構造化フィルムの一片を、続いて、等方性屈折率１．５９３を有するＵＶ硬化
性アクリレート樹脂を用いて、構造化表面がスライドに対向するようガラス顕微鏡スライ
ドに粘着させた。アクリレート樹脂を、ＵＶチャンバを通すマルチパス（樹脂の完全な硬
化を保証するため各面について３回）によって硬化させた。
【０１８２】
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　ヘリウム－ネオンレーザビームを、スライドに装着された配向構造化フィルムに通過さ
せた。ＨｅＮｅレーザを、グラントンプソン偏光子を通すことにより均一な直線偏光に偏
光した。常光線（ｏ光線）を極わずかな分離角で構造を通過させた。ここで、０級発散の
半角は、およそ２°であると見出された。次いで、レーザビームを９０°回転させて直交
偏光（ｅ光線）とするために、グラントンプソンの直後に半波長プレートを挿入した。０
級ビームは、およそ８°の発散半角、またはｏ光線の４×発散を示した。
【図面の簡単な説明】
【０１８３】
【図１】本発明において有用な前駆体フィルムの断面図である。
【図２】本発明の一実施形態フィルムの断面図である。
【図３Ａ】本発明のフィルムの一変形実施形態の断面図である。
【図３Ｂ】本発明のフィルムの一変形実施形態の断面図である。
【図３Ｃ】本発明のフィルムの一変形実施形態の断面図である。
【図３Ｄ】本発明のフィルムの一変形実施形態の断面図である。
【図４Ａ】形状保持パラメータ（ＳＲＰ）をどのように算出するかの判定に有用なプロフ
ァイルの断面図である。
【図４Ｂ】形状保持パラメータ（ＳＲＰ）をどのように算出するかの判定に有用なプロフ
ァイルの断面図である。
【図４Ｃ】形状保持パラメータ（ＳＲＰ）をどのように算出するかの判定に有用なプロフ
ァイルの断面図である。
【図４Ｄ】形状保持パラメータ（ＳＲＰ）をどのように算出するかの判定に有用なプロフ
ァイルの断面図である。
【図５Ａ】本発明において有用な幾何学的特徴の一代替プロファイルの断面図である。
【図５Ｂ】本発明において有用な幾何学的特徴の一代替プロファイルの断面図である。
【図５Ｃ】本発明において有用な幾何学的特徴の一代替プロファイルの断面図である。
【図５Ｄ】本発明において有用な幾何学的特徴の一代替プロファイルの断面図である。
【図５Ｅ】本発明において有用な幾何学的特徴の一代替プロファイルの断面図である。
【図５Ｆ】本発明において有用な幾何学的特徴の一代替プロファイルの断面図である。
【図５Ｇ】本発明において有用な幾何学的特徴の一代替プロファイルの断面図である。
【図５Ｈ】本発明において有用な幾何学的特徴の一代替プロファイルの断面図である。
【図５Ｉ】本発明において有用な幾何学的特徴の一代替プロファイルの断面図である。
【図５Ｊ】本発明において有用な幾何学的特徴の一代替プロファイルの断面図である。
【図５Ｋ】本発明において有用な幾何学的特徴の一代替プロファイルの断面図である。
【図５Ｌ】本発明において有用な幾何学的特徴の一代替プロファイルの断面図である。
【図５Ｍ】本発明において有用な幾何学的特徴の一代替プロファイルの断面図である。
【図５Ｎ】本発明において有用な幾何学的特徴の一代替プロファイルの断面図である。
【図５Ｏ】本発明において有用な幾何学的特徴の一代替プロファイルの断面図である。
【図５Ｐ】本発明において有用な幾何学的特徴の一代替プロファイルの断面図である。
【図５Ｑ】本発明において有用な幾何学的特徴の一代替プロファイルの断面図である。
【図５Ｒ】本発明において有用な幾何学的特徴の一代替プロファイルの断面図である。
【図５Ｓ】本発明において有用な幾何学的特徴の一代替プロファイルの断面図である。
【図５Ｔ】本発明において有用な幾何学的特徴の一代替プロファイルの断面図である。
【図５Ｕ】本発明において有用な幾何学的特徴の一代替プロファイルの断面図である。
【図５Ｖ】本発明において有用な幾何学的特徴の一代替プロファイルの断面図である。
【図５Ｗ】本発明において有用な幾何学的特徴の一代替プロファイルの断面図である。
【図６】本発明によるプロセスを示す概略図である。
【図７】延伸後のフィルムが一軸配向である構造表面フィルムの、延伸プロセスの前およ
び後の両方を示す斜視図である。
【図８】縦方向（ＭＤ）、法線方向すなわち厚さ方向（ＮＤ）、交差方向（ＴＤ）の座標
軸も示す、本発明によるフィルムの一軸延伸の方法を示す概略図である。
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【図９】さまざまな断面寸法の構造化表面を有する本発明の物品の端面図である。
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